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青
年
部
会
長
の
相
原
で
す
。
甲
府
法

人
会
青
年
部
会
は
、
税
や
経
営
の
知
識

の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
会
員
相
互

の
情
報
交
換
と
親
睦
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
お
り
ま
す
。
さ
ら
に
近
年
は

地
域
社
会
に
貢
献
す
る
活
動
に
も
力
を

入
れ
て
い
ま
す
。

　

設
立
し
て
30
年
を
越
え
、
多
く
の
先

輩
方
が
築
か
れ
た
歴
史
あ
る
青
年
部
会

を
後
輩
た
ち
に
引
き
継
ぐ
た
め
、
今
取

り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
喫
緊
の
課

題
が
２
つ
あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

ひ
と
つ
は
、「
部
会
員
の
増
強
」
で
す
。

現
在
、
部
会
員
は
50
名
で
す
。
設
立
当

初
は
１
５
０
名
と
い
う
記
録
が
あ
る
と

の
こ
と
で
す
。
３
分
の
１
ま
で
減
少
し

て
い
ま
す
。
当
青
年
部
会
は
55
歳
で
卒

業
に
よ
る
退
会
と
な
り
ま
す
の
で
、
必

ず
退
会
の
時
期
を
迎
え
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
さ
ら
に
年
齢
構
成
を
見
ま
す
と

45
歳
以
上
の
部
会
員
が
大
半
を
占
め
ま

す
の
で
、
毎
年
コ
ン
ス
タ
ン
ト
に
新
し

い
部
会
員
を
獲
得
し
な
け
れ
ば
、
減
少

す
る
一
方
で
す
。

　

こ
の
課
題
を
乗
り
越
え
る
た
め
、
青

年
部
会
全
体
で
部
会
員
の
獲
得
に
取
り

組
み
ま
す
。

　

も
う
ひ
と
つ
は
、「
租
税
教
育
活
動
」

の
充
実
で
す
。
現
在
、
青
年
部
会
が
取

り
組
ん
で
い
る
租
税
教
育
活
動
と
し
て
、

小
学
校
に
お
け
る
「
税
金
教
室
」
が
あ

げ
ら
れ
ま
す
。
一
人
で
も
多
く
の
部
会

員
が
「
税
金
教
室
」
の
講
師
を
担
当
で

き
る
よ
う
に
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

毎
年
、
甲
府
税
務
署
が
「
租
税
教
育
講

師
養
成
研
修
会
」
を
開
催
し
て
い
ま
す
。

青
年
部
会
か
ら
も
毎
年
出
席
し
て
お
り
、

こ
れ
ま
で
10
名
が
受
講
し
て
い
ま
す
。

実
際
に
「
税
金
教
室
」
の
講
師
を
担
当

し
た
先
輩
や
女
性
部
会
の
方
か
ら
は
、

納
税
者
で
あ
り
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
を
受
け
る
受
益
者
の
立
場
で
も
あ
る

経
営
者
が
「
税
金
教
室
」
の
講
師
を
務

め
る
こ
と
で
、
自
ら
税
金
の
大
切
さ
や
、

税
金
が
普
段
の
生
活
の
中
で
ど
の
よ
う

に
役
立
っ
て
い
る
の
か
を
学
び
直
す
機

会
と
な
り
、
と
て
も
充
実
し
た
教
室
だ

と
聞
い
て
お
り
ま
す
。
青
年
部
会
も
こ

の
や
り
が
い
の
あ
る
事
業
に
積
極
的
に

参
加
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て

い
ま
す
。

　

一
方
で
毎
年
、
持
ち
回
り
で
開
催
さ

れ
て
い
る
「
法
人
会
全
国
青
年
の
集
い
」

と
い
う
法
人
会
青
年
部
会
の
全
国
大
会

が
あ
り
、
そ
の
大
会
の
中
で
各
地
域
の

青
年
部
会
が
取
り
組
ん
で
い
る
特
色
あ

る
租
税
教
育
活
動
を
発
表
す
る
場
面
が

あ
り
ま
す
。
３
年
後
の
「
法
人
会
全
国

青
年
の
集
い
（
佐
賀
大
会
）」
に
お
い
て
、

東
京
国
税
局
管
内
（
東
京
・
神
奈
川
・

千
葉
・
山
梨
）
の
代
表
と
し
て
、
甲
府

法
人
会
青
年
部
会
の
租
税
教
育
活
動
を

発
表
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
何

を
発
表
す
る
の
か
と
考
え
る
中
で
、
前

述
し
た
小
学
校
で
の
「
税
金
教
室
」
は
、

全
国
の
多
く
の
青
年
部
会
が
実
施
し
て

い
る
こ
と
な
の
で
、
特
色
あ
る
「
租
税

教
育
活
動
」と
は
言
え
ま
せ
ん
。ま
た「
少

年
野
球
・
税
金
教
室
」
の
中
に
お
い
て

実
施
し
て
い
る
税
金
ク
イ
ズ
に
つ
い
て

も
、
事
業
自
体
が
社
会
貢
献
活
動
の
要

素
が
強
い
活
動
で
す
。
そ
こ
で
新
た
な

「
租
税
教
育
活
動
」
を
創
設
す
る
こ
と
を

考
え
て
い
ま
す
。
甲
府
法
人
会
青
年
部

会
員
の
英
知
を
結
集
し
て
、
今
年
度
は

全
国
の
様
々
な
事
例
を
勉
強
し
、
我
々

甲
府
法
人
会
青
年
部
会
の
地
域
に
根
差

し
た
特
色
あ
る
青
写
真
を
つ
く
り
、
次

年
度
以
降
に
具
体
化
し
て
い
き
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。
ち
な
み
に
、
全
国
法

人
会
総
連
合
が
推
奨
し
て
い
る
「
租
税

教
育
活
動
」
は
、〝
子
供
た
ち
が
税
の
使

い
道
に
つ
い
て
考
え
る
機
会
を
提
供
す

る
要
素
を
加
え
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、

質
的
な
向
上
を
目
指
す
。〟と
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
新
た
な
事
業
の
創
設
を
チ
ャ
ン

ス
と
捉
え
、
活
動
及
び
議
論
す
る
部
会

員
を
さ
ら
に
増
強
し
、
地
域
に
根
差
し

て
長
く
続
け
ら
れ
る
「
租
税
教
育
活
動
」

を
実
施
で
き
る
よ
う
努
力
し
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

最
後
に
な
り
ま
す
が
、
今
回
取
り
上

げ
ま
し
た
青
年
部
会
員
の
増
強
に
つ
き

ま
し
て
、
改
め
て
親
会
の
皆
様
方
の
ご

協
力
を
お
願
い
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

現
役
の
青
年
社
長
や
今
後
事
業
を
引
き

継
ぐ
後
継
者
の
方
々
を
ご
紹
介
い
た
だ

き
た
く
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

（
有
限
会
社
相
原
商
事 

代
表
取
締
役
社
長
）

青
年
部
会
員
の
増
強
と

租
税
教
育
活
動公

益
社
団
法
人
甲
府
法
人
会  

青
年
部
会

　
相
原 

紀
幸

巻
頭
役
員
寄
稿

部
会
長
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五
月
十
八
日
、
第
八
回
定
時
総
会
を
ア
ピ

オ
甲
府
に
お
い
て
開
催
し
ま
し
た
。
山
梨
県

総
合
県
税
事
務
所
の
渡
邊
課
税
・
管
理
部
長
、

甲
府
税
務
署
の
杉
田
署
長
を
は
じ
め
多
数
の

ご
来
賓
の
方
々
の
ご
臨
席
を
い
た
だ
き
、
会

員
企
業
約
百
五
十
社
が
出
席
し
ま
し
た
。

　

芦
澤
会
長
の
挨
拶
の
後
、
理
事
会
の
審
議

を
経
て
上
程
さ
れ
た
平
成
二
十
九
年
度
決
算

報
告
が
満
場
一
致
に
て
承
認
さ
れ
、
平
成

二
十
九
年
度
事
業
報
告
、
平
成
三
十
年
度
事

業
計
画
及
び
収
支
予
算
に
つ
い
て
報
告
し
ま

し
た
。

　

総
会
終
了
後
に
は
、
法
人
会
の
各
種
活
動

に
永
年
ご
尽
力
い
た
だ
い
た
役
員
に
対
す
る

表
彰
式
を
行
い
ま
し
た
。
そ
の
後
、
懇
親
会

を
開
催
し
、
会
員
相
互
の
親
睦
交
流
や
情
報

交
換
を
図
り
、
有
意
義
な
懇
親
会
と
な
り
ま

し
た
。

　

ま
た
、
全
会
員
参
加
型
の
社
会
貢
献
活
動

の
一
環
と
し
て
、
平
成
二
十
年
か
ら
継
続
し

て
い
る
善
意
の
タ
オ
ル
と
石
け
ん
、
使
用
済

切
手
等
の
持
参
を
呼
び
か
け
た
と
こ
ろ
、
た

く
さ
ん
の
ご
協
力
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
誠

に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

甲
府
法
人
会
功
労
者
表
彰
受
彰
者

　

井
口　

和
則　

理
事

　

石
井　

猛
雄　

理
事

　

平
成
三
十
年
度
の
源
泉
部
会
講
習
会
は
、

甲
府
・
韮
崎
両
会
場
あ
わ
せ
て
約
百
名
の

参
加
申
し
込
み
が
あ
り
、
六
月
二
十
一
日

の
甲
府
会
場
、
二
十
二
日
の
韮
崎
会
場
に

お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
開
講
式
と
第
一
回
目
の

講
習
を
行
い
、
来
年
一
月
ま
で
の
全
六
回

の
講
座
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。

第
８
回
定
時
総
会
を
開
催

定時総会

挨拶する芦澤会長

源
泉
部
会
講
習
会
が

ス
タ
ー
ト

　

山
梨
県
法
人
会
連
合
会
で
は
、
労
働
力

人
口
が
減
少
す
る
中
、
政
府
や
山
梨
県
が

推
進
し
て
い
る
「
女
性
が
輝
く
社
会
の
実

現
」、「
女
性
の
活
躍
促
進
」
に
貢
献
し
、

企
業
内
の
女
性
社
員
の
意
欲
及
び
能
力
向

上
を
目
指
し

て
、「
女
子

力
パ
ワ
ー

ア
ッ
プ
セ
ミ

ナ
ー
」
を
毎

年
開
催
し
て

い
ま
す
。

　

七
月
十
二

日
、
今
年
度

第
一
回
目
の

セ
ミ
ナ
ー
が

甲
府
法
人
会

館
に
お
い
て
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　

当
日
は
新
人
・
若
手
社
員
向
け
の
セ
ミ

ナ
ー
が
行
わ
れ
、
県
内
各
地
の
法
人
会
会

員
企
業
か
ら
十
五
名
の
女
子
社
員
が
参
加

し
、講
師
は
山
梨
中
銀
経
営
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
株
式
会
社
の
西
川
美
紀
さ
ん
が
務
め

ま
し
た
。

　

セ
ミ
ナ
ー
は
接
遇
マ
ナ
ー
に
始
ま
り
、

顧
客
の
満
足
度
を
高
め
る
た
め
の
具
体
的

な
方
法
な
ど
に
つ
い
て
、
実
例
な
ど
を
参

考
に
し
て
進
め
ら
れ
ま
し
た
。ま
た
グ
ル
ー

プ
に
分
か
れ
て
様
々
な
テ
ー
マ
に
沿
っ
た

活
発
な
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
も
あ
り
、
充

実
し
た
セ
ミ
ナ
ー
と
な
り
ま
し
た
。

　

引
き
続
き
、
中
堅
社
員
向
け
、
管
理
職

向
け
の
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
予
定
で
す
。

（
開
催
予
定
等
は
二
十
二
ペ
ー
ジ
に
掲
載
）

『
女
子
力
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
』

（
山
梨
県
連
主
催
）が
ス
タ
ー
ト

　

講
師
は
昨
年
に
続
き
甲
府
税
務
署
源
泉

所
得
税
担
当
の
牧
島
上
席
調
査
官
に
務
め

て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

講
習
内
容
は
、
源
泉
徴
収
事
務
の
基
礎

的
事
項
を
中
心
に
学
ぶ
初
級
講
座
と
事
例

問
題
を
中
心
と
し
た
上
級
講
座
に
分
け
て

行
い
ま
す
。

　

初
級
講
座
、
上
級
講
座
と
も
に
全
六
回

に
出
席
さ
れ
た
方
に
は
修
了
証
書
と
修
了

記
念
品
を
贈
呈
す
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、

毎
年
多
く
の
方
々
が
修
了
し
て
い
ま
す
。

　

本
講
習
会
は
会
員
企
業
の
ほ
か
、
当
会

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
ご
案
内
を
掲
載
す
る

な
ど
広
く
一
般
の
方
々
に
も
参
加
を
呼
び

か
け
て
い
ま
す
。
ま
た
研
修
内
容
に
よ
り
、

受
講
し
た
い
内
容
の
日
だ
け
の
ご
参
加
も

可
能
で
す
。
多
く
の
皆
様
の
ご
参
加
を
お

待
ち
し
て
い
ま
す
。
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残
暑
の
候
、
公
益
社
団
法
人
甲
府
法
人

会
の
皆
様
に
は
、
ま
す
ま
す
御
清
栄
の

こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

私
は
、
こ
の
度
の
人
事
異
動
で
、
甲
府

税
務
署
長
を
拝
命
し
、
税
務
大
学
校
東
京

研
修
所
所
長
か
ら
参
り
ま
し
た
松
谷
で

ご
ざ
い
ま
す
。
前
任
の
杉
田
署
長
同
様
、

よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

芦
澤
会
長
を
は
じ
め
甲
府
法
人
会
の

皆
様
に
は
、
平
素
か
ら
法
人
会
の
事
業
活

動
を
通
じ
ま
し
て
、
円
滑
な
税
務
行
政
の

運
営
に
格
別
の
御
理
解
と
御
協
力
、
御
支

援
を
賜
り
厚
く
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

甲
府
法
人
会
は
、
会
員
数
約
三
千
三
百

社
と
い
う
大
き
な
組
織
で
あ
り
、
そ
の
組

織
力
を
生
か
し
、「
税
の
オ
ピ
ニ
オ
ン
リ
ー

ダ
ー
」
と
し
て
税
務
研
修
会
の
開
催
や
租

税
教
育
の
推
進
を
は
じ
め
、「
企
業
の
税

務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
向
上
の
た
め
の
自

主
点
検
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
・
ガ
イ
ド
ブ
ッ

ク
」
の
活
用
を
呼
び
か
け
る
な
ど
、
各
種

の
事
業
を
展
開
さ
れ
て
お
り
、
私
ど
も
税

務
行
政
に
携
わ
る
者
と
い
た
し
ま
し
て
、

大
変
心
強
い
思
い
で
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
地
域
に
密
着
し
た
社
会
貢
献
活

動
に
も
積
極
的
に
取
り
組
ま
れ
、
福
祉
施

設
の
慰
問
を
は
じ
め
、
近
年
は
「
や
ま
な

し
出
会
い
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー
」
事
業
を

受
託
し
着
実
に
実
績
を
積
み
重
ね
ら
れ

て
い
る
と
伺
っ
て
お
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は

長
年
に
わ
た
り
、
甲
府
法
人
会
の
皆
様
が

各
種
の
事
業
に
取
り
組
ん
で
こ
ら
れ
た

輝
か
し
い
歴
史
と
伝
統
に
支
え
ら
れ
た

も
の
で
あ
り
、
心
か
ら
敬
意
を
表
す
る
次

第
で
あ
り
ま
す
。

　

私
ど
も
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
甲
府
法

人
会
の
皆
様
と
長
年
培
っ
て
き
た
協
調

関
係
を
基
調
と
し
ま
し
て
、
各
種
の
説
明

会
・
研
修
会
へ
職
員
を
講
師
と
し
て
派
遣

す
る
な
ど
、
法
人
会
活
動
の
一
助
と
な
る

よ
う
、
で
き
る
限
り
の
支
援
を
さ
せ
て
い

た
だ
く
所
存
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

さ
て
、
国
税
庁
の
使
命
は
、「
納
税
者

の
自
発
的
な
納
税
義
務
の
履
行
を
適
正

か
つ
円
滑
に
実
現
す
る
」
こ
と
で
あ
り
、

私
ど
も
は
こ
の
使
命
を
果
た
す
た
め
に

様
々
な
取
り
組
み
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

　

特
に
、
納
税
環
境
の
整
備
に
つ
き
ま
し

て
は
、
平
成
三
十
年
度
の
税
制
改
正
に
よ

り
、
大
法
人
に
つ
い
て
法
人
税
・
消
費
税

の
申
告
書
・
添
付
書
類
の
ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
に

よ
る
提
出
が
義
務
付
け
ら
れ
た
こ
と
に

伴
い
、
提
出
情
報
の
ス
リ
ム
化
や
認
証
手

続
の
簡
便
化
な
ど
、
利
便
性
向
上
の
た
め

の
施
策
が
実
施
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
平
成
三
十
一
年
十
月
の
消
費
税

率
の
引
上
げ
に
あ
わ
せ
実
施
さ
れ
る
軽

減
税
率
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す
。
制
度
の

円
滑
な
実
施
に
向
け
、
制
度
の
周
知
・
広

報
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
参
り
た
い

と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

甲
府
法
人
会
の
皆
様
に
は
、
従
前
よ
り

ｅ-

Ｔ
ａ
ｘ
の
利
用
促
進
や
各
種
の
税
務

研
修
な
ど
を
通
し
て
多
大
な
る
御
支
援

を
賜
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
な
お
一

層
の
お
力
添
え
を
賜
り
ま
す
よ
う
、
改
め

て
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

最
後
に
な
り
ま
す
が
、
公
益
社
団
法
人

甲
府
法
人
会
の
益
々
の
御
発
展
と
、
会
員

の
皆
様
の
御
健
勝
並
び
に
御
事
業
の
御

繁
栄
を
心
か
ら
祈
念
い
た
し
ま
し
て
、
着

任
の
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

旧　メ　ン　バ　ー 新　メ　ン　バ　ー

官 　 　 職 氏　名 転　任　先 氏　名 前　任　署　等

署 　 長 杉田　　節 ご 勇 退 松谷　　誠 税務大学校東京研修所所長

法人担当副署長 須藤　篤志 （ 留 任 ） 須藤　篤志 （ 留 任 ）

法人１統括官 藤間　将郎 板橋署　法人１統括官 永島　英一 新宿署　特別調査情報官

法人２統括官 佐々木聖男 （ 留 任 ） 佐々木聖男 （ 留 任 ）

法人審理担当 齊藤　一朗 （ 留 任 ） 齊藤　一朗 （ 留 任 ）

源泉審理担当 牧島　典子 （ 留 任 ） 牧島　典子 （ 留 任 ）

着
任
の
ご
あ
い
さ
つ

甲
府
税
務
署
長

松ま
つ
や谷　

誠ま
こ
と　

税務署異動状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成30年7月10日）



─ 4 ─

も
青
年
部
会
員
が
参
加
協
力
し
ま
し
た
。

　

最
初
に
税
の
啓
発
活
動
と
し
て
ク
イ
ズ
形

式
の
『
税
金
教
室
』
が
行
わ
れ
、
税
に
関
心

を
も
っ
て
い
た
だ
く
た
め
の
問
題
が
出
題
さ

れ
、
子
供
達
は
楽
し
く
学
ん
で
い
ま
し
た
。

　

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
の
指
導
に
お
い
て

は
、
山
梨
ク
ィ
ー
ン
ビ
ー
ズ
の
全
選
手
に
講

師
を
担
当
し
て
い
た
だ
き
、
技
術
指
導
の
ほ

か
山
梨
ク
ィ
ー
ン
ビ
ー
ズ
の
選
手
と
子
供
達

の
混
成
チ
ー
ム
に
よ
る
ゲ
ー
ム
な
ど
も
行
わ

れ
ま
し
た
。

　

子
供
達
は
憧
れ
の
選
手
と
触
れ
合
う
な

ど
、
楽
し
ん
で
プ
レ
ー
し
て
い
ま
し
た
。

　

ま
た
閉
会
式
で
は
『
税
金
ク
イ
ズ
』
の
成

績
が
優
秀
だ
っ
た
小
学
生
に
対
し
て
山
梨

ク
ィ
ー
ン
ビ
ー
ズ
の
グ
ッ
ズ
が
プ
レ
ゼ
ン
ト

さ
れ
ま
し
た
。

　　

八
月
四
日
、
富
士
山
を
き
れ
い
に
す
る
会

が
主
催
す
る
「
富
士
山
ク
リ
ー
ン
作
戦
」
に
、

甲
府
法
人
会
か
ら
芦
澤
会
長
を
は
じ
め
本
会

役
員
、
女
性
部
会
員
お
よ
び
会
員
企
業
の
社

員
な
ど
四
十
一
名
が
参
加
し
ま
し
た
。

　

国
内
外
か
ら
の
多
く
の
登
山
客
や
観
光
客

な
ど
で
賑
わ
う
な
か
、
五
合
目
ロ
ー
タ
リ
ー

周
辺
と
登
山
道
入
り
口
の
清
掃
活
動
や
、
ゴ

ミ
の
持
ち
帰
り
の
啓
発
用
ポ
ケ
ッ
ト
テ
ィ
ッ

シ
ュ
の
配
布
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。
こ
の
清

掃
活
動
へ
の
参
加
は
女
性
部
会
を
中
心
に
平

成
八
年
か
ら
続
い
て
お
り
、
今
回
で
二
十
二

回
目
と
な
り
ま
し
た
。

　

七
月
八
日
、
山
梨
県
連
主
催
の
「
ミ
ニ
バ

ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
・
税
金
教
室
」
が
、
山
梨

県
内
の
ミ
ニ
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
七
チ
ー

ム
八
十
名
の
小
学
生
の
参
加
に
よ
り
、
甲
斐

市
敷
島
体
育
館
に
お
い
て
開
催
さ
れ
ま
し

た
。

　

こ
の
活
動
は
、
租
税
教
育
活
動
と
社
会
貢

献
活
動
の
一
環
と
し
て
行
う
活
動
で
あ
り
、

山
梨
県
連
傘
下
の
四
法
人
会
青
年
部
会
員
が

当
日
の
運
営
に
協
力
し
、
甲
府
法
人
会
か
ら

　

八
月
三
日
、
甲
府
法
人
会
と
山
梨
県
法
人

会
連
合
会
は
、
甲
府
法
人
会
館
に
お
い
て
、

定
時
総
会
の
出
席
者
な
ど
か
ら
寄
せ
ら
れ
た

タ
オ
ル
、
石
け
ん
、
テ
ィ
ッ
シ
ュ
、
使
用
済
み

切
手
な
ど
の
善
意
の
品
々
を
、
山
梨
県
と
山

梨
県
社
会
福
祉
協
議
会
に
寄
贈
し
ま
し
た
。

　

寄
贈
式
で
は
、
社
会
貢
献
担
当
の
髙
野
孫

左
ヱ
門
副
会
長
か
ら
山
梨
県
障
害
福
祉
課
の

小
澤
課
長
、
山
梨
県
社
会
福
祉
協
議
会
の
茂

手
木
常
務
理
事
に
、
そ
れ
ぞ
れ
タ
オ
ル
等
を

お
渡
し
ま
し
た
。
善
意
の
品
々
は
、
山
梨
県

と
山
梨
県
社
会
福
祉
協
議
会
を
通
じ
て
、
県

下
の
福
祉
施
設
な
ど
に
贈
ら
れ
ま
す
。

社
会
貢
献
活
動

会
員
か
ら
寄
せ
ら
れ
た

タ
オ
ル
等
の
品
々
を
寄
贈

富
士
山

ク
リ
ー
ン
作
戦
に

参
加

山
梨
県
連
主
催
「
ミ
ニ

バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
・

税
金
教
室
」
に
協
力

平
成
20
年
か
ら
継
続
実
施

山梨県社会福祉協議会への寄贈

山梨県障害福祉課への寄贈

山梨クィーンビーズの指導

税金クイズに挑戦

清掃活動に参加した皆様
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大
会
概
要

　

四
月
十
二
日
（
木
）、甲
府
市
の
ア
イ
メ
ッ

セ
山
梨
に
お
い
て
「
第
十
三
回
法
人
会
全
国

女
性
フ
ォ
ー
ラ
ム
山
梨
大
会
」が
開
催
さ
れ
、

山
梨
県
法
人
会
連
合
会
と
山
梨
県
法
人
会
連

合
会
女
性
部
会
連
絡
協
議
会
は
大
会
の
主
管

と
し
て
参
画
し
ま
し
た
。

　

当
日
は
、
桜
や
桃
の
花
が
終
わ
り
、
ハ
ナ

ミ
ズ
キ
の
花
へ
と
い
つ
も
よ
り
早
く
春
が
進

む
中
、
天
候
に
も
恵
ま
れ
、
全
国
か
ら
の
女

性
部
会
員
１
，６
０
０
名
、
来
賓
、
山
梨
県

連
を
合
わ
せ
る
と
１
，９
０
０
名
の
参
加
者

と
な
り
ま
し
た
。
会
場
入
口
に
は
、
大
会
の

キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
で
あ
る
「
輝
こ
う
！
名

峰
富
士
の
も
と
～
今
を
創
る
女
性
の
力
～
」

に
ふ
さ
わ
し
い
「
新
倉
山
浅
間
公
園
か
ら
の

富
士
山
」
の
大
パ
ネ
ル
を
設
置
し
、
全
国
か

ら
の
参
加
者
を
迎
え
ま
し
た
。

　

屋
外
で
は
物
産
展
も
並
行
し
て
開
催
し
、

山
梨
の
名
産
品
、
土
産
を
揃
え
た
二
十
八
の

ブ
ー
ス
を
用
意
し
ま
し
た
。
日
本
一
の
山
梨

の
水
を
堪
能
し
て
い
た
だ
く
た
め
に
、
ミ
ネ

ラ
ル
ウ
ォ
ー
タ
ー
協
議
会
の
協
力
を
得
て
、

色
々
な
水
も
会
場
に
用
意
し
ま
し
た
。
出
展

者
か
ら
は
、
大
会
が
始
ま
る
前
や
休
憩
時
間

を
見
計
ら
っ
て
買
い
求
め
に
く
る
女
性
パ

ワ
ー
に
圧
倒
さ
れ
た
と
の
声
が
聞
か
れ
ま
し

た
。

　

ま
た
、
会
場
の
展
示
コ
ー
ナ
ー
に
は
「
税

に
関
す
る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
」
の
作
品

が
展
示
さ
れ
、
全
法
連
女
連
協
会
長
賞
十
二

点
を
始
め
と
し
て
全
国
か
ら
寄
せ
ら
れ
た

四
百
点
を
超
え
る
作
品
は
壮
観
な
も
の
で
し

た
。

　

大
会
は
、
大
月
法
人
会
の
女
性
部
会
の

コ
ー
ラ
ス
で
参
加
者
を
会
場
に
お
迎
え
し
、

始
ま
り
ま
し
た
。

　

第
一
部
の
記
念
講
演
で
は
、
都
留
市
出
身

の
元
Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
ア
ナ
ウ
ン
サ
ー
国
井
雅
比
古

氏
に
『
小
さ
な
旅
と
私
～
人
と
の
出
会
い
と

発
見
～
』
と
題
し
て
講
演
を
行
っ
て
い
た
だ

き
ま
し
た
。
永
年
担
当
し
た
N
H
K
の
番

組
「
小
さ
な
旅
」
で
各
地
を
訪
れ
て
感
じ
た

日
本
の
美
し
さ
や
そ
こ
に
暮
ら
す
人
々
と
の

出
会
い
の
エ
ピ
ソ
ー
ド
や
、
女
性
の
力
強
さ

に
つ
い
て
も
ユ
ー
モ
ア
を
交
え
て
話
し
て
い

た
だ
き
ま
し
た
。

　

第
二
部
の
大
会
式
典
は
、
山
梨
県
連
女
連

協
の
神
宮
司
昭
子
会
長
に
よ
る
歓
迎
の
挨
拶

に
続
き
、
主
催
者
で
あ
る
全
法
連
女
連
協
の

若
松
恵
美
子
会
長
、
全
法
連
の
小
林
栄
三
会

長
の
挨
拶
、
来
賓
を
代
表
し
て
藤
井
健
志
国

税
庁
次
長
兼
長
官
心
得
（
現
長
官
）、
後
藤

斎
山
梨
県
知
事
、
樋
口
雄
一
甲
府
市
長
か
ら

祝
辞
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
そ
の
後
、
山
梨

県
内
女
性
部
会
に
よ
る
社
会
貢
献
活
動
や
租

税
教
育
の
様
子
を
映
像
で
紹
介
し
、
大
会
宣

言
の
朗
読
、
最
後
に
神
宮
司
会
長
か
ら
次
回

第
13
回

法
人
会
全
国
女
性

フ
ォ
ー
ラ
ム
山
梨
大
会

開
催

記念講演の講師　国井雅比古氏

大会式典

歓迎の挨拶をする山梨県連女連協
神宮司昭子会長

全法連　小林栄三会長の挨拶 全法連女連協
若松恵美子会長の挨拶
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開
催
地
で
あ
る
富
山
県
連
に
大
会
旗
の
伝
達

が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

大
会
終
了
後
、
県
内
女
性
部
会
の
活
動
紹

介
に
対
し
て
「
地
域
に
密
着
し
た
ユ
ニ
ー
ク

な
取
組
み
が
素
晴
ら
し
い
の
で
参
考
に
し
た

い
」
と
の
問
い
合
わ
せ
が
た
く
さ
ん
寄
せ
ら

れ
ま
し
た
。

　

式
典
終
了
後
、第
三
部
の
懇
親
会
に
移
り
、

山
梨
県
連
の
芦
澤
敏
久
会
長
に
よ
る
開
宴
の

挨
拶
に
続
き
、
藤
田
博
一
東
京
国
税
局
長
の

乾
杯
で
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
ア
ト
ラ
ク

シ
ョ
ン
で
は
勇
壮
な
「
紅
富
士
太
鼓
」、
華

や
か
な
「
風
林
火
山
甲
陽
戦
国
隊
」
に
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
披
露
し
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。
鳥
も
つ
隊
に
も
協
力
い
た
だ
く
な
ど
地

元
の
食
材
に
こ
だ
わ
っ
た
料
理
、
山
梨
の
ワ

イ
ン
、
日
本
酒
、
焼
酎
、
ウ
ィ
ス
キ
ー
で
も

て
な
し
ま
し
た
。
ワ
イ
ン
、
日
本
酒
は
そ
れ

ぞ
れ
の
組
合
に
ご
協
力
い
た
だ
き
、
た
く
さ

ん
の
銘
柄
を
揃
え
、
各
テ
ー
ブ
ル
で
違
う
銘

柄
を
振
る
舞
う
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
お
か

げ
さ
ま
で
用
意
し
た
料
理
、
ア
ル
コ
ー
ル
類

は
、
き
れ
い
に
無
く
な
り
ま
し
た
。

　

次
回
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
二
十
五
日

（
木
）
に
富
山
県
で
の
開
催
が
予
定
さ
れ
て

い
ま
す
。

大
会
を
振
り
返
っ
て

　

女
連
協
で
は
開
催
地
が
山
梨
に
決
定
し
た

三
年
前
か
ら
準
備
を
す
す
め
て
き
ま
し
た

が
、
特
に
次
回
開
催
県
と
し
て
参
加
し
た
鹿

児
島
大
会
以
降
は
、
青
年
部
会
も
含
め
て
実

行
委
員
会
を
開
き
、
甲
府
、
大
月
、
山
梨
、

鰍
沢
の
単
位
法
人
会
ご
と
に
役
割
を
分
担
し

て
大
会
に
備
え
ま
し
た
。

　

大
会
当
日
は
、甲
府
法
人
会
に
は
講
演
会
・

式
典
の
運
営
、
大
月
法
人
会
に
は
懇
親
会
・

ア
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
の
運
営
、
山
梨
法
人
会
に

は
受
付
・
ク
ロ
ー
ク
対
応
、
鰍
沢
法
人
会
に

は
参
加
者
の
写
真
撮
影
・
マ
ス
コ
ミ
対
応
、

青
年
部
会
に
は
駐
車
場
対
応
、
甲
府
駅
前
で

の
参
加
者
の
誘
導
、
鳥
も
つ
隊
の
手
伝
い
に

と
動
き
回
っ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

懇
親
会
の
時
に
は
、
で
き
る
限
り
の
女
性

部
会
員
に
会
場
へ
集
結
し
て
い
た
だ
き
、
各

テ
ー
ブ
ル
で
の
お
も
て
な
し
な
ど
、
一
人
二

役
以
上
の
役
割
を
担
っ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。
参
加
者
か
ら
は
、
女
性
部
会
員
の
お
も

て
な
し
、
青
年
部
会
員
の
介
添
え
、
具
合
の

悪
く
な
っ
た
方
へ
の
対
応
、
懇
親
会
の
料
理

な
ど
、
お
褒
め
や
お
礼
の
言
葉
を
た
く
さ
ん

頂
き
ま
し
た
。
女
性
部
会
、
青
年
部
会
の
皆

さ
ま
本
当
に
ご
苦
労
様
で
し
た
。

　

最
後
に
山
梨
県
を
始
め
と
し
て
、自
治
体
、

各
種
団
体
、
法
人
会
員
の
皆
さ
ま
の
ご
協
力

に
あ
ら
た
め
て
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

大会旗の伝達

懇親会で開宴の挨拶をする
山梨県連　芦澤敏久会長

大盛況の物産展

会場入口で記念撮影をする参加者

懇親会

大人気だった山梨のミネラルウォーター
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①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%
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18.2%

①
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⑧
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②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%
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22.6%
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④
7.0% ④
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①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

 　
（
平
成
30
年
４
月
実
施
）

　

対
象
件
数　

３
，
２
７
７
社

　

回
答
数　

３
４
４
社

　

回
答
率　

10
・
５
％

　　

甲
府
法
人
会
で
は
、本
年
４
月
に「
平

成
31
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
」
を
実
施
し
ま
し
た
。
こ

の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
は
全
会
員
企
業
を

対
象
に
実
施
し
、
本
年
は
３
４
４
社
の

会
員
企
業
の
皆
様
か
ら
ご
回
答
を
い
た

だ
き
、
当
会
の
「
平
成
31
年
度
税
制
改

正
に
関
す
る
提
言
」
の
参
考
と
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
し
た
。
ご
協
力
誠
に
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

法
人
税
／
法
人
実
効
税
率

我
が
国
の
法
人
実
効
税
率
は
、「
課
税
ベ
ー

ス
を
拡
大
し
つ
つ
税
率
を
引
き
下
げ
る
」と

い
う
考
え
の
下
、29・９７
％（
平
成
３０
年
度
は

２９・７４
％
：
資
本
金
１
億
円
超
の
企
業
の
場

合
の
計
算
）ま
で
引
き
下
げ
ら
れ
ま
し
た

が
、Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
法
人
実
効
税
率

平
均
は
約
２５
％
、ア
ジ
ア
主
要
１０
カ
国
の

平
均
は
約
２２
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
ア

メ
リ
カ
で
は
、こ
れ
ま
で
約
４１
％
で
あ
っ
た

法
人
実
効
税
率
が
約
２８
％
に
引
き
下
げ
ら

れ
ま
し
た
。今
後
の
日
本
の
法
人
実
効
税

率
の
あ
り
方
に
つ
い
て
ど
う
考
え
ま
す
か
。

法
人
関
係
／
中
小
企
業
の
設
備
投
資

平
成
30
年
度
税
制
改
正
で
は
、地
域
の
中

小
企
業
に
よ
る
設
備
投
資
の
促
進
に
向
け

て
、中
小
企
業
が
行
う
一
定
の
設
備
投
資
に

つ
い
て
、固
定
資
産
税（
償
却
資
産
）の
課

税
標
準
を
最
初
の
３
年
間
、ゼ
ロ
以
上
２

分
の
１
以
下
の
範
囲
内（
市
町
村
条
例
で

定
め
る
割
合
）と
す
る
特
例
措
置
が
創
設

さ
れ
ま
す
。あ
な
た
の
会
社
で
は
、本
制
度

に
つ
い
て
ど
う
対
応
し
ま
す
か
。

法
人
関
係
／
中
小
企
業
の
賃
上
げ

デ
フ
レ
脱
却
と
経
済
再
生
に
向
け
、持
続

的
な
賃
上
げ
を
強
力
に
後
押
し
す
る
観
点

か
ら
、平
成
３０
年
度
税
制
改
正
で
は
所
得

拡
大
促
進
税
制
が
見
直
さ
れ
、一
定
以
上
の

賃
上
げ
等
を
行
っ
た
場
合
に
、給
与
等
支

給
増
加
額
の
一
定
割
合
を
税
額
控
除
で
き

る
措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。あ
な
た
の
会

社
で
は
今
年
の
賃
上
げ
等(

定
期
昇
給･

ボ
ー
ナ
ス
を
含
む)

に
つ
い
て
ど
う
対
応
し

ま
す
か
。

平
成
31
年
度

税
制
改
正
に
関
す
る

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果 

Q1

Q2

Q3

合計 ④ ③ ② ①
341 37 135 117 52

合計 ⑤ ④ ③ ② ①
343 6 52 43 141 101

①	
課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大
し
、法
人
実
効
税
率
を
さ
ら
に
引

き
下
げ
る

②	

課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大
す
る
こ
と
な
く
、法
人
実
効
税
率

を
さ
ら
に
引
き
下
げ
る

③	

課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大
す
る
の
で
あ
れ
ば
、法
人
実
効
税

率
の
さ
ら
な
る
引
き
下
げ
は
必
要
な
い

④	

わ
か
ら
な
い

⑤	

そ
の
他

①	

税
制
が
見
直
さ
れ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、賃
上
げ
等
を

す
る
予
定
で
あ
る

②	

税
制
が
見
直
さ
れ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、賃
上
げ
等
を

検
討
し
た
い

③	

賃
上
げ
等
は
困
難
で
あ
る

④	

そ
の
他

合計 ⑤ ④ ③ ② ①
344 15 24 183 100 22

①
本
制
度
が
創
設
さ
れ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、設
備
投
資

を
す
る
予
定
で
あ
る

②	

本
制
度
が
創
設
さ
れ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、設
備
投
資

を
検
討
し
た
い

③	

設
備
投
資
は
し
な
い
予
定
で
あ
る

④	

わ
か
ら
な
い

⑤	

そ
の
他
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合計 ④ ③ ② ①
341 44 148 62 87

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

消
費
税
／
軽
減
税
率
制
度

２
０
１
９
年
１０
月
よ
り
消
費
税
の
軽
減
税

率
制
度
が
実
施
さ
れ
る
予
定
と
な
っ
て
い

ま
す
。軽
減
税
率
が
導
入
さ
れ
た
場
合
、あ

な
た
の
会
社
で
特
に
懸
念
さ
れ
る
点
が
あ

れ
ば
、以
下
よ
り
２
つ
以
内
で
選
ん
で
下
さ

い
。

Q6
①	

レ
ジ
ス
タ
ー
な
ど
新
た
な
設
備
投
資

②	

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
変
更
や
新
規
購
入

③	

事
務
負
担
の
増
加
に
よ
る
人
件
費
の
負
担
増

④	

軽
減
税
率
に
つ
い
て
の
社
員
教
育

⑤	

繁
雑
な
経
理
処
理

⑥	

適
正
な
価
格
表
示

⑦	

特
に
問
題
は
な
い

⑧	

そ
の
他

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

①	
す
で
に
補
助
金
を
利
用
し
て
対
応
し
た

②	
こ
れ
か
ら
補
助
金
を
利
用
し
て
対
応
す
る
予
定
で
あ
る

③	

補
助
金
を
利
用
し
な
い
で
対
応
す
る（
し
た
）

④	

複
数
税
率
に
対
応
し
た
レ
ジ
の
導
入
や
シ
ス
テ
ム
改

修
は
必
要
な
い

⑤	

そ
の
他

①	

全
額
転
嫁
で
き
る

②	

大
部
分
は
転
嫁
で
き
る

③	

一
部
し
か
転
嫁
で
き
な
い

④	

全
く
転
嫁
で
き
な
い

⑤	

そ
の
他

合計 ⑤ ④ ③ ② ①
341 90 168 43 36 4

消
費
税
／
軽
減
税
率
対
策
補
助
金

政
府
は
、中
小
企
業・小
規
模
事
業
者
の
軽
減

税
率
実
施
へ
の
対
応
を
円
滑
に
進
め
る
た

め
、２
０
１
９
年
９
月
３０
日
ま
で
に
補
助
事

業
を
完
了
す
る
こ
と
を
期
限
と
し
て
軽
減

税
率
対
策
補
助
金（
複
数
税
率
対
応
レ
ジ
の

導
入
、受
発
注
シ
ス
テ
ム
改
修
に
か
か
る
費

用
の
一
部
を
補
助
す
る
制
度
）の
申
請
受
付
を

行
っ
て
い
ま
す
。あ
な
た
の
会
社
で
は
、当
該

補
助
金
を
利
用
し
た
レ
ジ
の
導
入
、受
発
注

シ
ス
テ
ム
の
改
修
な
ど
を
行
い
ま
し
た
か
。

Q7

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

①	

５
年
以
内

②	

６
～
１０
年
以
内

③	

１０
年
以
上
先

④	

す
で
に
事
業
承
継
を
終
え
た

⑤	

事
業
を
承
継
し
な
い

⑥	

そ
の
他

合計 ⑥ ⑤ ④ ③ ② ①
344 55 32 61 59 59 78

事
業
承
継
／
事
業
承
継
税
制

平
成
３０
年
度
税
制
改
正
で
は
、中
小
企
業

の
代
替
わ
り
を
促
進
す
る
た
め
、１０
年
間

の
特
例
措
置
と
し
て
、贈
与
税・相
続
税
の

納
税
猶
予
制
度
の
抜
本
的
な
拡
充（
次
頁

参
照
）が
行
わ
れ
ま
す
。今
般
の
改
正
を
踏

ま
え
て
、事
業
承
継
に
つ
い
て
ど
う
考
え
ま

す
か
。

Q5

①	

今
回
の
改
正
に
よ
り
円
滑
な
事
業
承
継
が
期
待
で

き
る
と
思
う

②	

納
税
猶
予
制
度
を
利
用
し
た
事
業
承
継
は
難
し
い

と
思
う

③	

わ
か
ら
な
い

④	

そ
の
他

事
業
承
継
／
事
業
承
継
の
時
期

中
小
企
業
経
営
者
の
高
齢
化
が
急
速
に
進

展
す
る
中
で
、日
本
経
済
の
基
盤
で
あ
る

中
小
企
業
の
円
滑
な
世
代
交
代
は
、待
っ
た

な
し
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。あ
な
た
の

会
社
の
事
業
承
継
の
時
期（
予
定
を
含
む
）

に
つ
い
て
お
答
え
く
だ
さ
い
。

Q4

合計 ⑧ ⑦ ⑥ ⑤ ④ ③ ② ①
512 22 115 26 145 52 45 90 17

消
費
税
／
価
格
転
嫁

２
０
１
９
年
１０
月
に
消
費
税
率
が
１０
％
に

引
き
上
げ
ら
れ
る
予
定
で
す
。あ
な
た
の

会
社
の
価
格
転
嫁
の
見
通
し
に
つ
い
て
お

伺
い
し
ま
す
。

Q8

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

合計 ⑤ ④ ③ ② ①
344 29 25 33 119 138
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①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

個
人
所
得
課
税
／
給
与
所
得
控
除

平
成
３０
年
度
税
制
改
正
で
は
所
得
税
改
革

と
し
て
、給
与
所
得
控
除
及
び
公
的
年
金

等
控
除
が
一
律
１０
万
円
引
き
下
げ
ら
れ
、

基
礎
控
除
が
一
律
１０
万
円
引
き
上
げ
ら
れ

ま
す
。ま
た
、年
収
８
５
０
万
円
超
の
給
与

所
得
者
は
、給
与
所
得
控
除
の
上
限
額
が

２
２
０
万
円
か
ら
１
９
５
万
円
に
引
き
下

げ
ら
れ
ま
す
。今
回
、
一
定
額
以
上
の
給

与
所
得
者
の
負
担
が
増
え
る
こ
と
に
つ
い

て
ど
う
考
え
ま
す
か
。

Q9
①
一
定
額
以
上
の
給
与
所
得
者
が
負
担
増
と
な
る
の

は
仕
方
が
な
い

②	

一
定
額
以
上
の
給
与
所
得
者
ば
か
り
に
負
担
を
求

め
る
べ
き
で
は
な
い

③	

わ
か
ら
な
い

④	

そ
の
他

①
一
定
の
所
得
が
あ
る
高
齢
者
に
負
担
を
求
め
る
の

は
仕
方
が
な
い

②	
高
齢
者
の
負
担
は
こ
れ
以
上
増
や
す
べ
き
で
な
い

③	
わ
か
ら
な
い

④	

そ
の
他

合計 ④ ③ ② ①
342 7 19 69 247

個
人
所
得
課
税
／
公
的
年
金
等
控
除

今
般
の
所
得
税
改
革
で
は
、公
的
年
金
等
の

収
入
が
年
1,
０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合

の
公
的
年
金
等
控
除
に
上
限
が
設
け
ら
れ

る
と
と
も
に
、公
的
年
金
等
以
外
の
所
得
が

1,
０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合
は
、控
除

額
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
措
置
が
講
じ
ら
れ

ま
す
。今
後
も
、公
的
年
金
等
控
除
な
ど
の

縮
小
が
検
討
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す

が
、高
齢
者
の
負
担
に
つ
い
て
ど
う
考
え
ま

す
か
。

Q10

①
地
球
温
暖
化
防
止
な
ど
の
観
点
か
ら
評
価
で
き
る

②	

地
方
で
既
に
導
入
さ
れ
て
い
る
同
じ
目
的
の
税
と

の
調
整
等
、多
く
の
問
題
が
あ
り
、評
価
で
き
な
い

③	

わ
か
ら
な
い

④	

そ
の
他 地

方
財
源
／
森
林
環
境
税

平
成
３０
年
度
税
制
改
正
大
綱
で
は
、市
町

村
が
実
施
す
る
森
林
整
備
等（
間
伐
や
人

材
育
成・担
い
手
の
確
保
、木
材
利
用
の
促

進
等
）に
必
要
な
財
源
に
充
て
る
た
め
、「
森

林
環
境
税（
仮
称
）」の
創
設
が
明
記
さ
れ
て

い
ま
す
。本
制
度
は
、現
在
、復
興
財
源
確
保

の
た
め
個
人
住
民
税
均
等
割
に
年
１
千
円

が
上
乗
せ
さ
れ
て
い
ま
す
が
、そ
の
徴
収
が

終
了
し
た
後
の
平
成
３６
年
度
か
ら
使
途
を

変
更
す
る
形
で
導
入
さ
れ
ま
す
。本
制
度
の

創
設
に
つ
い
て
ど
う
考
え
ま
す
か
。

Q11

①	

国
と
地
方
の
役
割
分
担
の
明
確
化
と
地
方
への
権
限

移
譲

②	

地
方
税
財
源
の
充
実

③	

道
州
制
の
検
討
な
ど
広
域
行
政
に
よ
る
効
率
化

④	

さ
ら
な
る
市
町
村
合
併
の
推
進
に
よ
る
基
礎
自
治

体
の
拡
充

⑤	

地
方
議
会
の
ス
リ
ム
化
と
納
税
者
視
点
に
立
っ
た

チ
ェッ
ク
機
能
の
確
立

⑥	

地
方
公
務
員
給
与
の
適
正
化
な
ど
行
政
の
ス
リ
ム
化

⑦	

そ
の
他 地

方
の
行
財
政
改
革

行
財
政
改
革
を
推
進
す
る
た
め
に
は
、国
ば

か
り
で
な
く
地
方
に
お
い
て
も
自
立
、自
助

の
体
質
構
築
が
求
め
ら
れ
ま
す
。特
に
優
先

す
べ
き
検
討
課
題
を
以
下
よ
り
２
つ
以
内
で

選
ん
で
下
さ
い
。

Q12

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

合計 ④ ③ ② ①
344 4 84 128 128

合計 ④ ③ ② ①
340 9 41 104 186

①
29.4%

②
41.1%

③
12.5%

⑤
4.3%

①
22.6%

①
6.4%

②
29.1%

③
53.2%

④
7.0% ④

10.9%
①
15.2%

②
34.3%

③
39.6%

②
10.5%⑤

26.4% ①
40.1%

②
34.6%

③
9.6%

③
12.6%

④
7.3%

①
54.7%

②
30.6% ①

72.2%

②
20.2% ①

37.2%

④1.2%

②14.0%
⑤
30.6%

②
17.2%

③
17.2%

⑥
16.0%

⑤
9.3%

④
12.9% ①

25.5%

②
18.2%

①
3.3%

⑧
4.3%

②
17.6%

③
43.4%

③
8.8%

①
19.1%

①
1.2%

⑤
28.3%

⑤
1.8%

⑦
1.4%

④4.1%

④
49.3%

⑤
8.4%

③
8.7%

④
17.7%

③
5.6%

④
2.0%④

2.6%

④
10.1%

②
37.2%

③
12.1%

⑥
5.1%

⑦
22.5%

③
24.4%

⑥
22.1%

④
15.2%

合計 ⑦ ⑥ ⑤ ④ ③ ② ①
634 9 140 194 26 55 89 121
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甲
府
法
人
会
は
こ
れ
ま
で
我
が
国
の
経
済

再
生
と
財
政
健
全
化
に
向
け
て
歳
入
・
歳
出

の
一
体
的
改
革
を
強
く
要
望
し
て
き
た
。
政

府
は
国
と
地
方
を
合
わ
せ
た
基
礎
的
財
政
収

支
の
黒
字
化
に
つ
い
て
、
２
０
０
６
年
に
掲

げ
た
「
11
年
度
の
黒
字
化
」
は
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
後
の
財
政
拡
張
で
断
念
。

２
０
１
０
年
に
は
「
20
年
度
黒
字
化
」
を
再

設
定
し
国
際
公
約
と
し
た
が
達
成
が
難
し
い

た
め
、
２
０
１
９
年
度
以
降
の
財
政
健
全
化

計
画
で
目
標
達
成
時
期
を
5
年
先
送
り
す
る

検
討
に
入
っ
た
。
こ
の
た
め
30
年
度
の
税
制

改
正
は
、
日
本
経
済
の
抱
え
る
構
造
問
題
に

踏
み
込
み
が
足
り
な
い
改
正
と
な
っ
た
。

　

少
子
・
高
齢
化
が
進
む
な
か
で
、
財
政
・

社
会
保
障
の
構
造
改
革
は
急
務
で
あ
り
、
税

制
も
一
体
で
骨
太
な
議
論
に
取
り
組
ま
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

　

当
会
で
は
本
年
も
会
員
を
対
象
に
「
税
制

改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」
を
実
施

し
た
。
会
員
企
業
の
要
望
を
踏
ま
え
、
経
済

再
生
に
活
力
を
与
え
る
税
制
の
実
現
を
要
望

す
る
。

1.	

法
人
実
効
税
率
の
あ
り
方
に
つ
い
て

　

平
成
28
年
度
改
正
で
29
・
97
%
、
平
成
30

年
度
は
29
・
74
%
ま
で
引
き
下
げ
ら
れ
た

が
、
O
E
C
D
加
盟
国
の
実
効
税
率
の
平

均
は
約
25
%
、
ア
ジ
ア
主
要
国
の
平
均
は
約

22
%
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
ア
メ
リ
カ
で
は
こ
れ
ま
で
約
41
%

が
約
28
%
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。
日
本
企

業
の
国
際
競
争
力
を
高
め
、
外
国
企
業
の
日

本
進
出
も
後
押
し
す
る
た
め
に
実
効
税
率

25
%
を
目
指
す
べ
き
で
あ
る
。

2.	

中
小
企
業
の
軽
減
税
率
に
つ
い
て

　

現
行
の
中
小
法
人
の
軽
減
税
率
の
特
例（
所

得
金
額
年
８
０
０
万
円
以
下
の
税
率
15
%
）

は
平
成
29
年
度
改
正
で
適
用
期
限
が
2
年
延

長
さ
れ
た
が
、
中
小
法
人
活
性
化
の
た
め
に
こ

の
時
限
措
置
を
本
則
化
と
し
、
昭
和
56
年
以

来
８
０
０
万
円
以
下
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
適

用
所
得
金
額
を
１
，６
０
０
万
円
程
度
に
引
き

上
げ
る
こ
と
。

3.	

中
小
企
業
支
援
税
制
に
つ
い
て

　

中
小
企
業
支
援
税
制
に
つ
い
て
は
、
平
成

29
年
度
税
制
改
正
で
地
域
中
核
企
業
向
け
設

備
投
資
促
進
税
制
が
創
設
さ
れ
る
な
ど
中
小

企
業
へ
の
支
援
が
強
化
さ
れ
て
い
る
が
、
期

間
が
限
定
さ
れ
て
い
る
。
中
小
企
業
投
資
促

進
税
制
や
中
小
企
業
の
技
術
革
新
な
ど
経
済

活
性
化
に
資
す
る
措
置
は
本
則
化
す
べ
き
で

あ
り
、
対
象
設
備
を
拡
充
し
た
う
え
、「
中

古
設
備
」
も
含
め
る
こ
と
を
要
望
す
る
。

4.	

土
地
と
と
も
に
取
得
し
た
建
物
の
取

り
壊
し
費
用
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て

　

法
人
が
建
物
等
の
存
す
る
土
地
（
借
地
権

を
含
む
）
を
建
物
等
と
と
も
に
取
得
し
た
場

合
ま
た
は
自
己
の
有
す
る
土
地
の
上
に
存
す

る
借
地
人
の
建
物
等
を
取
得
し
た
場
合
、
そ

の
取
得
後
お
お
む
ね
1
年
以
内
に
当
該
建
物

等
の
取
り
壊
し
に
要
し
た
費
用
は
当
該
土
地

の
取
得
価
額
に
算
入
す
る
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
空
き
家
・
空
き
ビ
ル
が
所
在
す

る
地
域
の
活
性
化
の
ネ
ッ
ク
に
な
っ
て
い

る
。
建
物
等
の
1
年
以
内
の
取
り
壊
し
費
用

が
損
金
計
上
で
き
る
こ
と
に
よ
り
、
企
業
が

建
物
等
の
開
発
に
乗
り
出
す
こ
と
が
予
測
さ

れ
、
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
が
る
と
考
え
ら

れ
る
こ
と
か
ら
取
り
壊
し
費
用
の
損
金
算
入

を
要
望
す
る
。

5.	

法
人
課
税
ベ
ー
ス
の
見
直
し
に
つ
い
て

（
1
）
受
取
配
当
金
益
金
不
算
入
制
度
に
つ
い
て

　

受
取
配
当
金
益
金
不
算
入
制
度
は
法
人
企

業
と
個
人
株
主
の
二
重
課
税
排
除
の
た
め
に

設
け
ら
れ
た
制
度
で
あ
る
が
、
現
在
の
日
本

に
お
け
る
上
場
企
業
の
個
人
株
主
の
持
株
比

率
は
20
%
程
度
に
対
し
、
80
%
近
く
が
法

人
株
主
と
な
っ
て
お
り
、
二
重
課
税
排
除
を

適
用
す
る
根
拠
は
失
わ
れ
て
い
る
に
等
し

い
。
財
政
健
全
化
を
図
る
観
点
か
ら
受
取
配

当
金
は
課
税
対
象
に
改
め
る
べ
き
で
あ
る
。

税
制
委
員
会

平
成
31
年
度
の
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
を
決
め
る

　

５
月
29
日
、
税
制
委
員
会
を
開
催
し
、
前
ペ
ー
ジ
ま
で
記
載
の
「
平
成
31
年

度
税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」
の
回
答
と
意
見
を
も
と
に
審
議
を

行
い
、
次
の
提
言
内
容
を
決
定
し
て
山
梨
県
法
人
会
連
合
会
に
提
案
し
た
。

公
益
社
団
法
人
甲
府
法
人
会

平
成
31
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言

法
人
税
関
係



─ 11 ─

（
2
）
租
税
特
別
措
置
法
の
見
直
し
に
つ
い
て

　

租
税
特
別
措
置
法
に
つ
い
て
も
、
受
取
配

当
金
益
金
不
算
入
制
度
同
様
に
殆
ど
大
企

業
が
利
用
し
て
い
る
。
一
方
、
中
小
企
業
に

は
優
遇
措
置
が
適
用
さ
れ
る
条
件
が
整
っ

て
い
な
い
た
め
、
法
定
税
率
に
近
い
税
率
が

当
て
は
め
ら
れ
て
い
て
税
負
担
の
歪
み
が

生
じ
て
い
る
。
各
措
置
の
利
用
状
況
等
を
踏

ま
え
、
必
要
性
や
政
策
効
果
を
見
極
め
た
上

で
廃
止
を
含
め
根
本
的
な
見
直
し
を
行
う

べ
き
で
あ
る
。

1.	

年
少
扶
養
控
除
の
復
活
に
つ
い
て

　

年
少
扶
養
控
除
は
子
供
手
当
の
創
設
に
伴

い
、
平
成
23
年
度
に
廃
止
さ
れ
た
。
し
か
し

平
成
24
年
度
に
は
子
供
手
当
が
廃
止
さ
れ
、

児
童
手
当
に
改
組
さ
れ
た
。
児
童
手
当
は
、

0
歳
か
ら
中
学
校
卒
業
ま
で
の
児
童
を
養
育

し
て
い
る
者
に
支
給
さ
れ
る
が
所
得
制
限
が

あ
り
、
所
得
制
限
の
前
後
で
児
童
手
当
を
含

め
た
世
帯
収
入
の
逆
転
現
象
が
生
じ
る
問
題

も
あ
る
。
出
産
と
子
育
て
は
す
べ
て
の
世
帯

に
と
っ
て
担
税
力
が
減
殺
さ
れ
る
も
の
で
あ

り
、
子
育
て
支
援
は
実
効
性
が
あ
る
べ
き
で

あ
る
。
こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
児
童
手
当
の

あ
り
方
を
見
直
し
、
年
少
扶
養
控
除
を
復
活

す
べ
き
で
あ
る
。

2.	

源
泉
所
得
税
の
納
付
期
限
に
つ
い
て

　

我
が
国
の
取
引
き
の
決
済
は
殆
ど
が
月
末

に
行
わ
れ
て
お
り
、
諸
公
課
の
納
期
限
も
お

お
む
ね
月
末
と
な
っ
て
い
る
。
源
泉
徴
収
義

務
者
の
事
務
効
率
の
観
点
か
ら
納
付
期
限
を

給
与
等
の
支
払
月
の
翌
月
末
日
に
ま
た
、
納

期
特
例
適
用
者
の
納
期
限
は
1
月
末
日
と
7

月
末
日
に
改
め
る
こ
と
を
強
く
要
望
す
る
。

3.	

勤
務
地
が
国
内
及
び
国
外
の
双
方
に

わ
た
っ
て
行
わ
れ
た
場
合
の
国
内
源

泉
所
得
税
の
計
算
方
法
に
つ
い
て

　

昨
今
、
国
内
企
業
か
ら
海
外
勤
務
の
従
業

員
が
増
加
し
て
い
る
現
状
に
か
ん
が
み
、
海

外
勤
務
が
一
定
の
日
数
以
上
に
達
し
た
従
業

員
の
税
額
精
算
は
、
複
雑
で
あ
り
簡
素
化
の

検
討
を
要
望
す
る
。

　

法
人
会
は
消
費
税
増
税
に
つ
い
て
、
軽
減

税
率
は
事
業
者
の
事
務
負
担
、
税
制
の
簡
素

化
、
税
務
執
行
コ
ス
ト
及
び
税
収
確
保
な
ど

の
観
点
か
ら
問
題
が
多
い
た
め
、
税
率
10
%

ま
で
は
単
一
税
率
を
要
望
し
て
き
た
。
平
成

28
年
度
税
制
改
正
で
消
費
税
率
引
き
上
げ
に

伴
う
低
所
得
者
対
策
と
し
て
、
平
成
29
年
4

月
に
軽
減
税
率
の
導
入
が
決
定
さ
れ
、
実
施

時
期
が
平
成
31
年
10
月
に
延
期
と
な
っ
た
が
、

複
数
税
率
の
導
入
は
再
度
反
対
す
る
。
消
費

税
制
度
は
事
業
者
、
消
費
者
、
国
民
全
員
の

信
頼
の
上
に
成
り
立
っ
て
い
る
制
度
で
あ
り
、

益
税
等
そ
の
信
頼
性
を
損
な
う
特
例
措
置
は

廃
止
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
逆

進
性
に
対
す
る
低
所
得
者
へ
の
対
策
は
簡
素

な
給
付
措
置
で
対
応
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

土
地
・
建
物
及
び
未
上
場
株
の
相
続
の
非

課
税
に
つ
い
て

　

未
上
場
株
の
相
続
を
非
課
税
と
す
る
こ
と

に
よ
り
、
事
業
承
継
も
実
現
し
や
す
い
。
さ

ら
に
事
業
に
供
し
て
い
る
土
地
と
建
物
が
相

続
時
に
非
課
税
と
な
れ
ば
経
済
の
活
性
化
に

つ
な
が
る
と
考
え
る
。
中
小
企
業
の
円
滑
な

事
業
承
継
を
進
め
る
た
め
に
も
、
事
業
用
資

産
の
土
地
・
建
物
及
び
未
上
場
株
の
相
続
税

を
非
課
税
と
す
る
こ
と
。

1.	
相
続
税
の
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て

　

平
成
25
年
の
税
制
改
正
に
よ
り
、
平
成
27

年
1
月
1
日
以
降
の
遺
産
に
係
る
基
礎
控
除

額
（
５
，０
０
０
万
円
＋
１
，０
０
０
万
円
×

法
定
相
続
人
の
数
）
が
、（
３
，０
０
０
万
円

＋
６
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の
数
）
に
引

き
下
げ
ら
れ
て
課
税
が
強
化
さ
れ
た
。
そ
の

結
果
、
平
成
27
年
度
の
相
続
の
課
税
対
象
割

合
は
平
成
26
年
度
比
2
倍
の
８
・
０
％
に

な
っ
て
い
る
。課
税
割
合
が
高
す
ぎ
る
た
め
、

基
礎
控
除
額
を
（
４
，０
０
０
万
円
＋

８
０
０
万
円
×
法
定
相
続
人
の
数
）
に
引
き

上
げ
る
べ
き
で
あ
る
。

2.	

贈
与
税
基
礎
控
除
額
の
引
き
上
げ
に

つ
い
て

　

現
行
の
贈
与
税
の
基
礎
控
除
額
は
平
成
13

年
か
ら
１
１
０
万
円
に
拡
大
さ
れ
て
以
来
低

い
水
準
に
設
定
さ
れ
た
ま
ま
で
あ
り
、
資
産

が
高
齢
者
に
偏
在
す
る
と
い
う
社
会
問
題
化

と
も
な
っ
て
い
る
。
若
年
層
へ
の
資
産
の
円

滑
な
移
転
の
促
進
に
よ
る
消
費
拡
大
に
寄
与

す
る
観
点
か
ら
も
贈
与
税
の
基
礎
控
除
額
を

現
行
の
１
１
０
万
円
か
ら
２
０
０
万
円
へ
の

引
き
上
げ
を
要
望
す
る
。

1.	

外
形
標
準
課
税
の
課
税
ベ
ー
ス
拡
大

に
つ
い
て

　

法
人
税
減
税
に
伴
う
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大

所
得
税
関
係

消
費
税
関
係

事
業
承
継
税
関
係

贈
与
税
関
係

地
方
税
関
係
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の
中
で
外
形
標
準
課
税
も
代
替
財
源
と
し
て

リ
ス
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
て
い
る
。
地
方
自
治
体

が
景
気
に
影
響
さ
れ
な
い
安
定
財
源
を
確
保

す
る
た
め
に
赤
字
に
苦
し
む
中
小
企
業
に
課

税
す
る
こ
と
は
徴
税
者
本
位
の
発
想
で
あ
り

容
認
で
き
な
い
。

2.	

固
定
資
産
税
の
見
直
し
に
つ
い
て

　

固
定
資
産
税
は
地
価
の
長
期
的
な
下
落
に

も
関
わ
ら
ず
負
担
感
が
高
い
と
の
声
が
多

い
。
宅
地
の
評
価
に
つ
い
て
は
、
実
勢
価
格

に
配
慮
し
た
評
価
、
居
住
用
家
屋
の
評
価
は

築
後
経
過
年
数
に
応
じ
た
評
価
方
法
に
す
る

な
ど
軽
減
の
方
向
で
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

加
え
て
地
方
都
市
の
活
性
化
に
向
け
て
、
空

き
店
舗
、
空
き
家
の
流
動
化
に
資
す
る
固
定

資
産
税
制
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

3.
償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の

廃
止
・
縮
減
に
つ
い
て

　

償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税
は
、
中

小
企
業
に
も
課
税
さ
れ
る
た
め
、
中
小
企
業

の
設
備
投
資
を
阻
害
し
て
い
る
。
特
に
、
製

造
業
を
中
心
と
す
る
多
額
の
設
備
を
有
す
る

企
業
に
お
い
て
は
、
固
定
資
産
税
が
高
負
担

と
な
っ
て
お
り
、
企
業
収
益
を
圧
迫
し
、
企

業
競
争
力
に
悪
影
響
を
与
え
、
国
際
的
に
も

事
業
用
資
産
に
対
す
る
課
税
が
稀
で
あ
る
こ

と
か
ら
廃
止
ま
た
は
縮
減
を
す
べ
き
で
あ
る
。

4.
事
業
所
税
の
廃
止
に
つ
い
て

　

事
業
所
税
は
人
口
30
万
人
以
上
の
都
市
で

課
税
さ
れ
て
い
る
が
、
固
定
資
産
税
が
課
税

さ
れ
た
上
で
の
課
税
で
二
重
課
税
と
な
っ
て

い
る
た
め
廃
止
す
べ
き
で
あ
る
。

5.	

ふ
る
さ
と
納
税
制
度
に
つ
い
て

個
人
版
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
に
つ
い
て

　

ふ
る
さ
と
納
税
制
度
は
、
自
分
の
ふ
る
さ

と
に
限
ら
ず
、
応
援
し
た
い
都
道
府
県
・
市

町
村
に
寄
附
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
間
の

財
政
力
格
差
の
是
正
と
地
域
の
活
性
化
を
図

る
た
め
に
設
け
ら
れ
た
制
度
で
あ
る
が
、
自

治
体
が
寄
附
を
募
ろ
う
と
す
る
あ
ま
り
、
返

礼
品
を
め
ぐ
る
過
剰
な
競
争
に
な
っ
て
い

る
。
総
務
省
が
自
治
体
間
の
返
礼
品
競
争
の

改
善
に
向
け
て
、
寄
付
額
の
3
割
以
下
に
引

き
下
げ
を
求
め
る
通
知
を
発
出
し
た
が
、
拘

束
力
は
な
い
。
制
度
本
来
の
目
的
に
則
し
て

返
礼
品
に
規
制
を
設
け
る
な
ど
見
直
す
べ
き

で
あ
る
。

1.	

二
重
課
税
の
廃
止
に
つ
い
て

　

個
別
間
接
税
と
消
費
税
と
の
二
重
課
税

の
問
題
は
、
平
成
元
年
に
消
費
税
が
導
入
さ

れ
た
際
、
物
品
税
が
廃
止
さ
れ
、
自
動
車
重

量
税
と
自
動
車
取
得
税
に
つ
い
て
は

２
０
１
２
年
度
税
制
改
正
で
新
車
購
入
時

や
車
検
時
に
か
か
る
重
量
税
が
一
部
減
税

に
な
っ
た
が
、
石
油
諸
税
は
引
き
続
き
検
討

す
る
と
の
曖
昧
な
表
現
に
と
ど
ま
り
、
結
論

は
先
送
り
に
な
っ
て
い
る
。
消
費
税
と
の
二

重
課
税
が
行
わ
れ
て
い
る
課
税
体
系
を
是

正
す
べ
き
で
あ
る
。

2.	

社
会
保
障
制
度
の
あ
り
方
に
つ
い
て

　

高
齢
化
社
会
の
急
進
展
で
今
後
の
社
会
保

障
給
付
は
急
速
な
増
大
が
見
込
ま
れ
、
財
源

を
消
費
税
に
頼
る
も
限
界
が
見
え
て
い
る
。

課
題
は
給
付
を
「
重
点
化
・
効
率
化
」
に
よ
っ

て
抑
制
し
、
同
時
に
公
費
以
外
の
公
平
で
適

正
な
負
担
を
確
保
し
て
い
く
か
が
極
め
て
重

要
に
な
る
。
年
金
、
医
療
、
介
護
、
少
子
化

対
策
い
ず
れ
の
分
野
に
つ
い
て
も
、
現
役
世

代
に
過
度
に
依
存
す
る
こ
と
の
な
い
抜
本
的

な
改
革
が
必
要
と
考
え
る
。

3.	

行
政
改
革
の
徹
底
に
つ
い
て

　

社
会
保
障
の
安
定
財
源
確
保
と
財
政
健
全

化
を
目
的
と
し
た
消
費
税
増
税
が
先
送
り
さ

れ
て
平
成
31
年
10
月
実
施
と
な
っ
た
が
、
そ

の
前
に
国
や
地
方
に
お
い
て
自
ら
身
を
削
る

行
政
改
革
が
そ
の
ま
ま
放
置
さ
れ
て
い
る
。

行
政
改
革
の
徹
底
を
要
望
す
る
。

　

具
体
的
に
は
、
人
口
の
減
少
な
ど
社
会
環

境
の
変
化
に
合
わ
せ
て
、
地
方
議
員
も
含
め

す
べ
て
の
議
員
定
数
及
び
議
員
報
酬
、
政
党

助
成
金
の
一
層
の
削
減
を
求
め
る
も
の
で
あ

る
。
ま
た
、
公
務
員
の
人
員
及
び
人
件
費
適

正
化
な
ど
行
政
の
ス
リ
ム
化
を
図
る
べ
き
で

あ
る
。

4.
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
に
つ
い
て
は
、
課
税

の
公
平
を
図
る
と
と
も
に
電
子
政
府
の
実
現

を
見
据
え
て
、
各
行
政
機
関
が
連
携
し
、
行

政
全
般
の
効
率
化
及
び
国
民
の
利
便
性
の
向

上
に
資
す
る
一
方
で
、
デ
ー
タ
の
漏
洩
や
シ

ス
テ
ム
の
管
理
等
徹
底
し
た
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

対
策
を
行
う
こ
と
。

5.	

租
税
教
育
に
つ
い
て

　

租
税
教
育
は
、
国
民
に
必
要
な
生
涯
教
育

の
一
つ
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
対
象
者
を

小
中
高
生
は
も
と
よ
り
大
学
生
や
新
入
社
員

に
ま
で
拡
充
さ
せ
る
こ
と
も
必
要
と
考
え

る
。

そ
の
他
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１
，
遺
産
の
う
ち
預
貯
金
は
ど
の

よ
う
に
扱
わ
れ
る
の
だ
ろ
う

か
。
相
続
が
開
始
す
る
と
遺

	

言
が
な
い
限
り
、
遺
産
は
遺
産
分
割
協

議
が
成
立
す
る
ま
で
の
間
、
相
続
人
間

の
共
有
に
な
る
。
そ
し
て
そ
の
共
有
割

合
は
相
続
分
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。

遺
言
で
そ
の
帰
属
が
指
定
さ
れ
て
い
れ

ば
、
そ
れ
に
し
た
が
っ
て
帰
属
す
る
こ

と
に
な
る
が
、
遺
言
で
そ
の
指
定
が
な

い
場
合
、
遺
産
は
遺
産
分
割
協
議
に
よ

り
、
ま
た
、
そ
の
協
議
が
成
立
し
な
い

場
合
、
家
庭
裁
判
所
の
審
判
に
よ
っ
て

遺
産
の
帰
属
が
決
定
す
る
。
預
貯
金
も

他
の
遺
産
と
同
様
に
こ
の
手
続
で
帰
属

が
決
定
す
る
の
か
、
そ
れ
と
も
そ
れ

と
異
な
る
の
か
。
な
ぜ
そ
の
よ
う
な
こ

と
が
問
題
と
な
る
の
か
。
そ
れ
は
こ
う

い
う
こ
と
で
あ
る
。
民
法
４
２
７
条
は

「
数
人
の
債
権
者
又
は
債
務
者
が
あ
る

場
合
に
お
い
て
、
別
段
の
意
思
表
示
が

な
い
と
き
は
、
各
債
権
者
は
又
は
債
務

者
は
、
そ
れ
ぞ
れ
等
し
い
割
合
で
権
利

を
有
し
、
又
は
義
務
を
負
う
。
」
と
規

定
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
預
貯
金
は

不
動
産
や
有
価
証
券
な
ど
の
遺
産
と
異

な
り
、
こ
の
規
定
に
よ
り
、
相
続
開
始

と
同
時
に
各
相
続
人
に
相
続
分
の
割
合

で
分
割
帰
属
す
る
こ
と
に
な
っ
て
し
ま

い
そ
う
で
あ
る
。
こ
れ
が
こ
の
問
題
の

所
在
で
あ
る
。

　

２
，
こ
の
問
題
に
関
し
て
最
高
裁
は
、
遺

産
で
あ
る
損
害
賠
償
請
求
権
に
つ
い

て
、
遺
産
分
割
協
議
の
成
立
を
待
た
ず
、

相
続
開
始
と
同
時
に
相
続
人
に
相
続
分

に
応
じ
て
分
割
帰
属
す
る
と
、
昭
和
29

年
４
月
５
日
判
示
し
、
そ
れ
以
来
、
預

貯
金
に
つ
い
て
も
同
じ
で
あ
る
と
し
て

そ
の
よ
う
に
取
り
扱
わ
れ
て
き
た
と
こ

ろ
、
最
高
裁
平
成
16
年
４
月
20
日
判
決

は
「
相
続
財
産
中
に
可
分
債
権
（
分
割

す
る
こ
と
が
で
き
分
割
し
て
も
性
質
を

変
え
な
い
も
の
、
金
銭
債
権
が
そ
の
典

型
と
さ
れ
て
い
る
）
が
あ
る
と
き
は
、

相
続
開
始
と
同
時
に
当
然
に
相
続
分
に

応
じ
て
分
割
さ
れ
、
各
相
続
人
の
単
独

分
割
債
権
と
な
る
。」
と
し
、
預
貯
金
は

こ
の
可
分
債
権
に
該
当
す
る
の
で
相
続

分
に
応
じ
た
相
続
人
の
各
単
独
債
権
と

な
る
と
判
示
し
た
。
こ
の
判
決
の
意
味

す
る
と
こ
ろ
は
預
貯
金
に
つ
い
て
は
、

遺
産
分
割
を
待
た
ず
そ
の
帰
属
が
決
ま

る
の
で
、
預
貯
金
は
遺
産
分
割
の
対
象

と
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

　
　
　

そ
う
す
る
と
、
甲
の
遺
産
の
う
ち
預
貯

金
は
相
続
開
始
と
同
時
に
長
男
Ａ
と
長

女
Ｂ
は
預
貯
金
５
０
０
０
万
円
の
２
分

の
１
の
２
５
０
０
万
円
を
そ
れ
ぞ
れ
取

得
し
、
遺
産
分
割
の
対
象
と
な
る
遺
産

は
不
動
産
５
０
０
万
円
の
み
と
な
る
。

遺
産
分
割
は
、
遺
産
分
割
の
対
象
と
な

る
遺
産
に
遺
言
で
取
得
し
た
財
産
及
び

生
前
の
贈
与
等
の
特
別
受
益
を
加
算
し

こ
れ
を
法
定
相
続
分
で
按
分
し
そ
の
金

遺
産
分
割
と
預
貯
金
の
帰
属
に

つ
い
て
の
判
例
の
変
更

古
屋
法
律
会
計
事
務
所

弁
護
士　

 

古
屋　

俊
仁

法 律 相 談
　
「
甲
は
、平
成
30
年
５
月
１０
日
死
亡
し
た
。甲
の
相
続
人
は
長
男
Ａ
と
長
女
Ｂ

で
あ
る
。甲
の
遺
産
は
①
不
動
産
５
０
０
万
円
と
預
貯
金
５
０
０
０
万
円
で
あ

る
。甲
は
生
前
長
女
Ｂ
に
自
宅
建
築
資
金
と
し
て
６
０
０
０
万
円
を
贈
与
し
て

い
た
。長
男
Ａ
は
、長
女
Ｂ
は
生
前
甲
か
ら
６
０
０
０
万
円
の
贈
与
を
受
け
て
い
る
の
で
、遺

産
は
全
て
自
分
が
取
得
す
る
こ
と
に
な
る
と
考
え
て
、そ
の
旨
の
遺
産
分
割
協
議
を
す
る
つ

も
り
で
い
た
と
こ
ろ
、長
女
Ｂ
は
不
動
産
は
長
男
Ａ
の
取
得
で
よ
い
が
、預
貯
金

５
０
０
０
万
円
の
２
分
の
１
で
あ
る
２
５
０
０
万
円
は
長
女
Ｂ
の
も
の
で
あ
る
と
主
張
し

て
い
る
。ど
う
な
る
の
だ
ろ
う
か
。」
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額
か
ら
遺
言
で
取
得
し
た
財
産
及
び
生

前
贈
与
等
の
特
別
受
益
の
額
を
控
除
し

た
額
が
遺
産
分
割
の
際
の
取
得
分
と
な

る
。
こ
れ
を
具
体
的
相
続
分
と
い
い
、

遺
産
分
割
の
際
の
取
得
割
合
と
な
る
。

長
女
Ｂ
は
生
前
甲
か
ら
６
０
０
０
万
円

の
贈
与
を
受
け
て
い
る
の
で
具
体
的
相

続
分
は
マ
イ
ナ
ス
と
な
る
た
め
、
不
動

産
５
０
０
万
円
は
全
て
長
男
Ａ
が
取
得

す
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の
結
果
、
長

男
Ａ
が
取
得
す
る
遺
産
は
、
不
動
産

５
０
０
万
円
と
預
貯
金
の
２
分
の
１
の

２
５
０
０
万
円
の
合
計
３
０
０
０
万
円

で
あ
り
、
長
女
Ｂ
は
預
貯
金
の
２
分
の

１
の
２
５
０
０
万
円
と
既
に
取
得
し
て

い
る
生
前
贈
与
の
６
０
０
０
万
円
の
合

計
８
５
０
０
万
円
を
取
得
す
る
こ
と
に

な
る
。

　
　
　

前
記
の
判
例
に
基
づ
き
こ
の
よ
う
に
取

り
扱
わ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
こ
れ
で

は
不
公
平
感
は
ぬ
ぐ
え
な
い
。

　

３
，
こ
の
問
題
に
つ
い
て
最
高
裁
平
成
28
年

12
月
19
日
は
次
の
よ
う
に
、
従
来
の
判

例
を
変
更
し
、
「
共
同
相
続
さ
れ
た
普

通
預
金
債
権
、
定
期
預
金
債
権
は
、
い

ず
れ
も
、
相
続
開
始
と
同
時
に
相
続
分

に
応
じ
て
分
割
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
、

遺
産
分
割
の
対
象
と
な
る
と
解
す
る
の

が
相
当
で
あ
る
。
」
と
判
示
し
た
。
そ

う
す
る
と
、
こ
の
判
例
に
し
た
が
っ
て

本
件
の
遺
産
分
割
を
す
る
と
次
の
よ
う

に
な
る
。

　
　
　

不
動
産
５
０
０
万
円
＋
預
貯
金

５
０
０
０
万
円
＋
生
前
贈
与
６
０
０
０
万

円
＝
１
億
１
５
０
０
万
円
の
２
分
の

１
は
５
７
５
０
万
円
で
あ
る
。
長
男

Ａ
は
不
動
産
５
０
０
万
円
と
預
貯
金

５
０
０
０
万
円
を
全
て
取
得
し
て
も

５
７
５
０
万
円
以
下
で
あ
る
か
ら
、
長

男
Ａ
は
不
動
産
５
０
０
万
円
及
び
預
貯

金
５
０
０
０
万
円
の
合
計
５
５
０
０
万

円
を
取
得
し
、
長
女
Ｂ
は
生
前
贈
与
の

６
０
０
０
万
円
が
あ
る
の
で
、
今
回
の

遺
産
す
な
わ
ち
不
動
産
５
０
０
万
円
及

び
預
貯
金
５
０
０
０
万
円
に
つ
い
て
は

権
利
を
主
張
で
き
な
い
こ
と
と
な
る
。

　

４
，
こ
の
判
例
変
更
は
以
後
の
遺
産
分
割

に
極
め
て
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
も
の

で
あ
る
の
で
、
紹
介
す
る
こ
と
と
し
ま

し
た
。
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賃
貸
不
動
産
を
立
て
た
場
合

に
相
続
税
の
節
税
に
つ
な
が
る

制
度
は
小
規
模
宅
地
等
の
特
例
と
貸
家
建
付

地
評
価
に
よ
る
評
価
額
の
引
き
下
げ
の
２
つ

で
す
。

１ 

二
つ
の
特
例

　

小
規
模
宅
地
等
の
特
例
（
貸
付
事
業
用
宅

地
）
に
つ
い
て

　

小
規
模
宅
地
等
の
特
例
は
一
定
の
条
件
を

満
た
す
人
が
土
地
を
相
続
す
る
と
使
え
る
特

例
で
、
四
種
類
あ
り
ま
す
。

　

対
象
に
な
る
宅
地
は
次
の
と
お
り
で
す
。

（
１
）
特
定
居
住
用
宅
地
…
故
人
の
自
宅
が

あ
っ
た
土
地

（
２
）
特
定
事
業
用
宅
地
…
不
動
産
賃
貸
業

以
外
の
個
人
事
業
用
の
建
物
の
敷
地

（
３
）
特
定
同
族
会
社
事
業
用
宅
地
…
不
動

産
賃
貸
以
外
の
事
業
を
営
む
同
族
会

社
へ
の
賃
貸
敷
地

（
４
）	

貸
付
事
業
用
宅
地
…
賃
貸
ア
パ
ー
ト
・

マ
ン
シ
ョ
ン
の
敷
地

　

そ
し
て
、
減
額
で
き
る
限
度
面
積
と
減
額

で
き
る
割
合
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　
（
１
）
３
３
０
㎡
、
80
％
減
額

　
（
２
）
４
０
０
㎡
、
80
％
減
額

　
（
３
）
４
０
０
㎡
、
80
％
減
額

　
（
４
）
２
０
０
㎡
、
50
％
減
額

　

今
回
の
話
題
に
該
当
す
る
の
は
こ
の
う
ち

の
（
４
）
の
貸
付
事
業
用
宅
地
と
な
り
ま
す
。

一
定
の
条
件
を
満
た
す
人
が
相
続
す
る
と
特

例
が
使
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
一
定
の
条

件
を
満
た
す
人
と
は
、

〇	

相
続
税
の
申
告
期
限
ま
で
不
動
産
貸
付

業
を
引
き
継
ぎ
、
経
営
す
る
。

〇	

そ
の
土
地
を
所
有
し
て
い
る
親
族
の
こ

と
で
す
。

２ 

制
改
正
に
つ
い
て

　

と
こ
ろ
が
、
平
成
30
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
相
続
税
の
節
税
策
で
あ
る
駆
け
込
み
的
に

賃
貸
用
不
動
産
の
建
設
等
を
行
う
方
法
の
一

部
が
封
じ
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

適
用
対
象
か
ら
「
相
続
開
始
3
年
以
内
に

貸
付
事
業
の
用
に
供
さ
れ
た
宅
地
等
」
が
除

外
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
相
続
が
始

ま
る
直
前
（
３
年
以
内
）
に
貸
付
を
行
っ
て

も
相
続
税
の
節
税
に
は
な
ら
な
い
と
い
う
事

で
す
。

具
体
的
に
は
、

○	

上
記
（
４
）
の
貸
付
事
業
用
宅
地
に
つ

い
て
、

○	

平
成
30
年
４
月
１
日
以
降
の
相
続
か
ら
、

○	

相
続
開
始
前
３
年
以
内
に
貸
し
付
け
を

始
め
た
宅
地
は
、

○	

小
規
模
宅
地
の
特
定
の
対
象
か
ら
除
外

さ
れ
ま
す
。

　

今
後
は
、
相
続
直
前
に
賃
貸
ア
パ
ー
ト
・

マ
ン
シ
ョ
ン
を
購
入
・
建
築
す
る
こ
と
な
ど
、

駆
け
込
み
で
の
相
続
税
対
策
の
効
果
が
難
し

く
な
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
法

改
正
が
行
わ
れ
た
背
景
と
し
て
は
相
続
直
前

の
駆
け
込
み
的
な
相
続
税
対
策
を
防
ぐ
こ
と

に
あ
り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
た
め
、

相
続
開
始
3
年
よ
り
前
か
ら
不
動
産
貸
付
業

を
事
業
的
規
模
で
行
っ
て
い
た
場
合
等
は
従

来
ど
お
り
小
規
模
宅
地
等
の
特
例
の
適
用
を

受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
す
な
わ
ち
、「
相

続
開
始
前
３
年
を
超
え
て
事
業
的
規
模（
※
）

で
貸
付
事
業
を
行
っ
て
い
る
者
が
貸
付
事
業

の
用
に
供
し
て
い
る
も
の
を
除
く
。」
も
の

と
さ
れ
て
い
る
の
で
す
。
と
い
う
こ
と
は
、

３
年
を
超
え
て
「
事
業
的
規
模
」
で
貸
し
付

け
て
い
れ
ば
、
３
年
以
内
に
貸
し
付
け
を
始

め
た
宅
地
も
、
小
規
模
宅
地
等
の
特
例
が
適

用
で
き
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

（
※
）
事
業
的
規
模
と
は

　

不
動
産
の
貸
付
け
が
事
業
と
し
て
行
わ
れ
て

い
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
社
会

通
念
上
事
業
と
称
す
る
に
至
る
程
度
の
規
模
で

行
わ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
に
よ
っ
て
、
実
質
的
に

判
断
す
る
。

　

た
だ
し
、
建
物
の
貸
付
け
に
つ
い
て
は
、
次
の

い
ず
れ
か
の
基
準
に
当
て
は
ま
れ
ば
、
原
則
と
し

て
事
業
と
し
て
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と
し
て
取
り

扱
わ
れ
る
（
所
基
通
26
︱
９
）。

（
１
）	

貸
間
、
ア
パ
ー
ト
等
に
つ
い
て
は
、
貸
与

す
る
こ
と
の
で
き
る
独
立
し
た
室
数
が
お

お
む
ね
10
室
以
上
で
あ
る
こ
と
。

（
２
）	

独
立
家
屋
の
貸
付
け
に
つ
い
て
は
、
お
お

む
ね
５
棟
以
上
で
あ
る
こ
と
。

以
上
を
ま
と
め
る
と
、

①	

相
続
開
始
前
３
年
を
超
え
て
事
業
的
規

模
に
よ
り
不
動
産
賃
貸
業
を
行
っ
て
い

小
規
模
宅
地
等
の
特
例
の
改
正
に
つ
い
て

東
京
地
方
税
理
士
会
甲
府
支
部

税
理
士　

 

小
口 

亮
平

　

賃
貸
不
動
産
を
立
て
る
と
相

続
税
が
安
く
な
る
と
聞
き
ま
し

た
が
ど
の
よ
う
な
も
の
で
し
ょ

う
か
？

税 務 相 談
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る
場
合
→
相
続
開
始
前
３
年
以
内
に
賃

貸
を
開
始
し
た
と
き
で
も
小
規
模
宅
地

等
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

②	

相
続
開
始
前
３
年
を
超
え
て
事
業
的
規

模
に
よ
り
不
動
産
賃
貸
業
を
行
っ
て
い

な
い
場
合
→
相
続
開
始
前
３
年
を
超
え

て
賃
貸
を
開
始
し
た
宅
地
の
み
小
規
模

宅
地
等
の
特
例
の
適
用
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
。

こ
う
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

３ 

改
正
案
は
い
つ
か
ら
適
用
？

　

こ
の
改
正
は
平
成
30
年
４
月
１
日
以
後
の

相
続
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。「
平
成
30

年
３
月
31
日
ま
で
」
に
貸
付
が
開
始
さ
れ
て

い
れ
ば
改
正
の
影
響
を
受
け
る
こ
と
な
く
小

規
模
宅
地
等
の
特
例
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

＊
以
上
、
全
体
に
つ
き
租
税
特
別
措
置
法

第
69
条
の
４
第
３
項
第
４
号
（
執
筆
時
点
で

は
ま
だ
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
各
種
法
令
参

照
サ
ー
ビ
ス
に
は
改
正
内
容
が
反
映
さ
れ
て

い
な
い
よ
う
な
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。）

４ 

貸
家
建
付
地
評
価
は
引
き
続
き
有
効

　

賃
貸
用
不
動
産
の
敷
地
が
相
続
税
の
節
税

に
つ
な
が
る
制
度
は
小
規
模
宅
地
等
の
特
例

の
他
に
貸
家
建
付
地
評
価
に
よ
る
評
価
額
の

引
き
下
げ
が
あ
り
、
こ
ち
ら
は
引
き
続
き
有

効
で
す
。

　

賃
貸
用
不
動
産
が
立
っ
て
い
る
場
合
、
借

地
借
家
法
に
よ
っ
て
建
物
に
つ
き
借
主
に
借

家
権
が
認
め
ら
れ
ま
す
。
土
地
所
有
者
の
権

利
が
制
限
さ
れ
、
更
地
に
比
べ
て
自
由
に
利

用
で
き
な
い
こ
と
か
ら
そ
の
分
評
価
を
減
ら

し
ま
し
ょ
う
と
い
う
ル
ー
ル
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
自
分
の
建
て
た
不
動
産
を
他
の

第
三
者
に
賃
貸
し
て
い
る
場
合
の
敷
地
を

貸か
し
や
た
て
つ
け
ち

家
建
付
地
と
い
い
ま
す
。

　

貸
家
建
付
地
で
あ
る
土
地
の
評
価
は
、
左

の
計
算
式
に
よ
っ
て
計
算
さ
れ
ま
す
。

　

結
果
と
し
て
自
用
地
の
評
価
額
の
70
％
～

80
％
の
評
価
と
な
る
こ
と
が
多
い
の
で
、
節

税
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
借
家
で
あ
る
建
物
の
評
価
は
、
左

の
計
算
式
に
よ
っ
て
計
算
さ
れ
ま
す
。

※	

借
地
権
割
合
は
30
％
か
ら
90
％
の
範
囲
で

路
線
価
図
又
は
倍
率
表
に
定
め
ら
れ
て
い

ま
す
。

※	

借
家
権
割
合
は
基
本
的
に
は
全
国
一
律

30
％
で
す
。

※
賃
貸
割
合
は
実
際
の
入
居
率
で
す
。

　

特
に
建
物
は
、
実
際
の
取
得
価
額
と
相
続

税
評
価
額
（
固
定
資
産
評
価
額
と
一
致
）
に

は
差
額
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
一
般
的
に
は
時

価
の
７
割
程
度
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。
そ
し

て
、借
家
権
割
合
の
控
除
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

合
計
で
50
％
程
度
の
評
価
と
な
り
、
評
価
額

の
引
き
下
げ
に
つ
な
が
る
の
で
す
。

　

実
際
に
計
算
し
て
み
ま
し
ょ
う
。

　

た
と
え
ば
、
更
地
で
1
億
円
の
土
地
に
つ

い
て
、
借
入
金
1
億
円
で
マ
ン
シ
ョ
ン
を
取

得
（
建
築
又
は
購
入
）
し
た
と
し
ま
す
。

〈
取
得
前
の
相
続
税
評
価
額
の
合
計
〉

○
土
地
：
自
用
地
1
億
円

〇
債
務
：
借
入
金　

０
円

○
相
続
税
評
価
額
の
合
計
…

	

　
　
　
　

1
億
円
︱
0
円
＝
１
億
円

〈
１
億
円
を
借
り
て
時
価
１
億
円
の
賃
貸
マ
ン

シ
ョ
ン
を
取
得
し
た
場
合
の
相
続
税
評
価
額
〉

※
マ
ン
シ
ョ
ン
の
相
続
税
評
価
額
（
＝
固
定

資
産
評
価
額
）
を
建
築
価
額
の
７
割
、
借

地
権
割
合
を
70
％
、
借
家
権
割
合
を
30
％
、

相
続
開
始
時
に
満
室
と
し
ま
す
。

○
土
地
：	

貸
家
建
付
地
：
1
億
円
×（
１ 

︱

　
　
　
　

 

0.7
×
0.3
×
１
）
＝
７
，９
０
０
万
円

○
建
物
…	

1
億
円
×
0.7
×（
１
︱
0.3
）

            	

＝
４
，９
０
０
万
円

○
債
務
…	

借
入
金
１
億
円

○
合
計
…	
７
，９
０
０
万
円
+
４
，９
０
０
万
円

	
	

 
―
１
億
円
＝
２
，
８
０
０
万
円

　

前
記
の
よ
う
に
相
続
税
評
価
額
は
、
取
得

前
は
１
億
円
、
取
得
後
は
２
，８
０
０
万
円
と

取
得
後
は
取
得
前
の
４
分
の
１
程
度
と
な
り
、

賃
貸
不
動
産
の
取
得
は
依
然
と
し
て
相
続
税

の
節
税
に
つ
な
が
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

　

つ
ま
り
、
今
回
の
相
続
税
改
正
が
影
響
す

る
の
は
、
小
規
模
宅
地
等
の
特
例
に
よ
る
さ

ら
な
る
減
額
が
取
り
に
く
く
な
る
と
い
う
こ

と
な
の
で
す
。
仮
に
、
前
記
の
ケ
ー
ス
で
小

規
模
宅
地
の
特
例
の
適
用
が
で
き
れ
ば
、
マ

ン
シ
ョ
ン
建
築
後
の
土
地
の
評
価
額
に
つ
い

て
最
大
（
土
地
２
０
０
㎡
ま
で
の
範
囲
）
で

７
，９
０
０
万
円
×
50
％
＝
３
，９
５
０
万
円

の
さ
ら
な
る
減
額
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
た

こ
と
に
な
り
ま
す
。

５　

ま
と
め

　

今
回
の
改
正
に
よ
っ
て
相
続
直
前
の
駆
込

み
的
な
賃
貸
不
動
産
の
取
得
に
よ
る
相
続
税

対
策
は
難
し
く
な
り
ま
し
た
が
、
依
然
と
し

て
賃
貸
不
動
産
の
取
得
は
一
定
の
効
果
が
あ

り
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
人
口
減
少
と
い
う
流
れ

の
中
で
中
長
期
的
な
不
動
産
経
営
は
必
ず
し

も
簡
単
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
相
続
後
の
運
営

方
針
、
出
口
戦
略
を
見
据
え
て
の
投
資
が
必

要
で
す
。
せ
っ
か
く
賃
貸
不
動
産
を
取
得
し

て
相
続
税
の
軽
減
を
図
っ
て
も
入
居
率
が
悪

け
れ
ば
家
賃
収
入
が
安
定
せ
ず
キ
ャ
ッ
シ
ュフ

ロ
ー
に
苦
し
む
の
で
は
意
味
が
あ
り
ま
せ
ん
。

　

単
な
る
節
税
を
目
的
と
し
た
片
手
間
の

投
資
で
は
な
く
「
事
業
」
と
し
て
賃
貸
不
動

産
の
経
営
に
臨
む
必
要
が
あ
る
も
の
思
わ

れ
ま
す
。

土
地
の
評
価
額
×（
１ 

︱
（
借
地
権
割

合
×
借
家
権
割
合
×
賃
貸
割
合
））

建
物
の
固
定
資
産
評
価
額
×（
１ 

︱

（
借
家
権
割
合
×
賃
貸
割
合
））
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　・	 特殊発光インキ（可視領域では無色だが、紫外線ランプの照射で発光するインキ）
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　・　	メタリックビュー（見る角度を変えると、複数の模様が現れる技術）

収入印紙については、平成３０年７月１日からデザインが次のように変更されました。

なお、改正前の収入印紙については、引き続き使用可能ですので、ご注意ください。

収入印紙の形式改正について　（収入印紙のデザインが変わりました）

偽造防止技術
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特殊発光インキ

イメージリプル

パールインキ

マイクロ文字

赤色

青色

メタリックビュー

メタメリックインキ

特殊発光インキ

特殊発光インキ

収入印紙の形式改正について　（収入印紙のデザインが変わりました）

収入印紙に導入する偽造防止技術の概要

（注）刷色は、券種によりそれぞれ異なります。
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初
め
ま
し
て
、
山
梨
県
立
大
学
１
年
の

石
川
統
偉
と
申
し
ま
す
。
私
は
南
ア
ル
プ

ス
市
出
身
で
高
校
卒
業
ま
で
ず
っ
と
市
内

で
生
活
し
て
き
ま
し
た
が
、
南
ア
ル
プ
ス

市
が
直
面
し
て
い
る
課
題
、
特
に
若
い
世

代
の
人
口
減
少
や
ま
ち
全
体
に
活
気
が
な

く
な
っ
て
き
て
い
る
現
状
を
解
決
す
る
政

策
を
学
び
た
い
と
思
い
、
山
梨
県
立
大
学

国
際
政
策
学
部
総
合
政
策
学
科
に
入
学
し

ま
し
た
。
そ
し
て
、
入
学
直
後
、
四
菱
ま

ち
づ
く
り
総
合
研
究
室
（
よ
つ
び
し
総
研
）

に
加
入
し
ま
し
た
。

　

元
々
私
は
高
校
生
の
時
か
ら
パ
ン
フ

レ
ッ
ト
や
、
県
立
大
卒
業
生
で
あ
る
姉
の

話
に
よ
っ
て
よ
つ
び
し
総
研
を
知
っ
て
い

た
の
で
す
が
、
新
入
生
対
象
の
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー
で
の
硎
野
代
表
の
プ
レ

ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
よ
つ
び
し
総

研
に
魅
力
を
感
じ
、
加
入
を
決
め
ま
し
た
。

加
入
当
初
は
新
入
生
歓
迎
お
茶
会
や
バ
ー

ベ
キ
ュ
ー
な
ど
、
も
て
な
し
て
い
た
だ
く

こ
と
が
多
く
、
運
営
側
と
い
う
よ
り
「
お

客
さ
ん
」
と
し
て
参
加
し
て
い
た
印
象
が

あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
現
在
は
よ
つ
び
し

総
研
の
一
員
と
し
て
、
主
体
的
に
活
動
し

て
い
ま
す
。
例
え
ば
、
甲
府
中
心
街
の
気

に
な
る
お
店
を
取
材
し
て
記
事
を
書
き
、

毎
週
土
曜
日
に
山
梨
日
日
新
聞
に
折
り
込

ま
れ
る
タ
ウ
ン
紙
「
か
わ
せ
み
」
に
「
ビ

シ
ラ
ン
ガ
イ
ド
」
と
し
て
掲
載
さ
せ
て
い

た
だ
い
て
い
ま
す
。
喫
茶
店
め
ぐ
り
が
大

好
き
な
私
と
し
て
は
、
カ
フ
ェ
に
足
を
運

ぶ
こ
と
が
「
ビ
シ
ラ
ン
ガ
イ
ド
」
の
発
行

に
繋
が
っ
て
、
趣
味
と
実
益
を
兼
ね
る
こ

と
が
で
き
て
い
ま
す
。
ま
た
、
甲
府
の
素

敵
な
お
店
を
知
れ
ま
す
し
、「
か
わ
せ
み
」

の
記
事
を
読
ん
だ
よ
と
声
を
か
け
て
く
だ

さ
る
方
も
い
ら
っ
し
ゃ
る
の
で
、
楽
し
み

な
が
ら
活
動
し
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
毎
週
開
催
の
ス
タ
ッ
フ
会
議

お
よ
び
月
一
度
開
か
れ
る
戦
略
会
議
へ
参

加
し
て
「
開
所
11
周
年
記
念
イ
ベ
ン
ト
」

や
「
よ
つ
び
し
総
研
プ
レ
ゼ
ン
ツ
第
12
回

夏
祭
り
」
を
企
画
し
て
、
ス
タ
ッ
フ
と
一

緒
に
オ
リ
オ
ン
・
ス
ク
エ
ア
で
開
催
い
た

し
ま
し
た
。
そ
の
際
、「
ビ
シ
ラ
ン
ガ
イ
ド
」

の
取
材
時
と
同
様
に
沢
山
の
市
民
の
方
の

お
話
し
を
伺
う
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
こ

れ
ま
で
甲
府
市
は
南
ア
ル
プ
ス
市
に
比
べ

る
と
は
る
か
に
栄
え
て
い
る
と
い
う
印
象

を
持
っ
て
い
ま
し
た
が
、
こ
の
体
験
を
通

じ
て
甲
府
市
も
人
口
減
少
や
ま
ち
の
活
気

が
な
く
な
っ
て
い
る
と
い
う
南
ア
ル
プ
ス

市
と
同
様
の
問
題
を
抱
え
て
い
る
こ
と
を

知
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
こ
れ
も
、
よ

つ
び
し
総
研
の
活
動
に
携
わ
っ
た
お
か
げ

だ
と
本
当
に
感
謝
し
て
い
ま
す
。
加
え
て
、

イ
ベ
ン
ト
に
は
商
店
街
の
方
々
か
ら
多
大

な
ご
協
力
を
い
た
だ
い
た
の
で
す
が
、
そ

れ
は
よ
つ
び
し
総
研
の
足
掛
け
12
年
の
歴

史
が
あ
っ
て
の
こ
と
だ
と
実
感
し
ま
し
た
。

先
輩
の
方
々
が
こ
れ
ま
で
築
い
て
き
た
実

績
に
恥
じ
ぬ
よ
う
に
、
自
分
た
ち
な
り
に

頑
張
り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
８
月
末
に
は
、
青
森
で
開
か
れ

る
自
治
体
学
会
に
も
参
加
す
る
予
定
で
す
。

そ
こ
で
、
日
頃
の
よ
つ
び
し
総
研
の
活
動

内
容
を
ポ
ス
タ
ー
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
発
表
し
、

学
会
運
営
の
お
手
伝
い
を
し
ま
す
が
、
全

国
の
自
治
体
職
員
や
一
般
の
市
民
そ
し
て

研
究
者
の
方
々
と
意
見
を
交
わ
し
た
り
、

ア
ド
バ
イ
ス
を
い
た
だ
い
た
り
な
ど
貴
重

な
経
験
が
で
き
そ
う
で
、
と
て
も
楽
し
み

に
し
て
い
ま
す
。

　

ま
だ
加
入
し
て
４
ヵ
月
程
で
す
が
、
本

当
に
濃
い
、
自
分
の
学
び
た
い
こ
と
を
学

べ
る
日
々
を
過
ご
し
て
い
ま
す
。
よ
つ
び

し
総
研
と
私
た
ち
自
身
が
成
長
し
て
い
く

た
め
に
も
、
未
熟
な
身
で
は
あ
り
ま
す
が
、

こ
れ
か
ら
も
甲
府
中
心
街
活
性
化
に
独
自

の
視
点
で
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え

て
い
ま
す
。
今
後
と
も
、
ご
支
援
、
ご
鞭

撻
の
ほ
ど
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

山
梨
県
立
大
学

国
際
政
策
学
部
総
合
政
策
学
科
１
年

2
0
1
8
年
4
月
よ
つ
び
し
総
研
に
加
入
し
て

                   

石
川
統
偉

夏祭り
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新 入 会 員 紹 介
ご入会ありがとうございます。

（平成 30 年 4 月～ 7 月）
（順不同・敬称略）

正会員　法人名 所在地 支部名
株式会社甲斐商会 甲府市中央 春日東支部
大武川産業株式会社 北杜市武川町 武川支部
株式会社オザワバンキン 南アルプス市沢登 櫛形支部
株式会社二ホンホウショク 甲府市宝 穴切支部
株式会社桜ゐ 中巨摩郡昭和町 昭和支部
有限会社ティー・ケー・エス 甲府市下飯田 池田・新田支部
株式会社安藤板金工業 南アルプス市西南湖 甲西支部
株式会社マルヤマ宝飾 甲府市青沼 甲府南支部
株式会社ＢＥＬＬＷＯＯＤ 南アルプス市野牛島 八田・芦安支部
株式会社ｒｅｃｏ．ＬＡＢ 韮崎市富士見 韮崎支部
株式会社インド貴石 甲府市相生 甲府南支部
社会福祉法人たくみ会 甲府市青沼 甲府南支部
株式会社広瀬基工 南アルプス市山寺 櫛形支部
株式会社蓬来軒 甲府市中央 相生支部
株式会社ワオコミュニケーションズ 甲府市丸の内 春日西支部

賛助会員　事業所名 所在地 支部名
ボディーショップ RON RON 甲斐市篠原 竜王支部
池谷　仁 甲府市上町 山城支部
塩田玉夫 南アルプス市山寺 櫛形支部
岡田美愛 甲府市朝気 東・玉諸支部
小口亮平税理士事務所 甲府市高畑 石田支部
富士工器株式会社山梨工場 北杜市明野町 明野支部
井澤　誠 甲斐市篠原 竜王支部
藤巻　崇 甲斐市篠原 竜王支部
有限会社イヌイ金属塗装工業所 韮崎市下祖母石 韮崎支部

○
新
設
法
人
説
明
会

　

九
月　

七
日　

甲
府
法
人
会
館

○
決
算
法
人
説
明
会

　

九
月
二
十
六
日　

甲
府
市
総
合
市
民
会
館

　

十
月
二
十
九
日　

山
梨
県
流
通
会
館

○
源
泉
部
会
講
習
会

（
第
三
回
）	九
月
十
二
日　

ア
ピ
オ
甲
府
本
館

	
	

九
月
十
三
日　

東
京
エ
レ
ク
ト
ロ
ン
韮
崎
文
化
ホ
ー
ル

　
【
内
容
】		

初
級
講
座 

「
特
殊
な
給
与
・
現
物
給
与
の
取
り
扱
い
」

	
	
	

上
級
講
座 

「
消
費
税
の
可
否
判
定
の
基
本
」

	
	
	
	

  「
消
費
税
額
計
算
の
仕
組
み
」

	
	
	
	

  「
通
勤
手
当
・
旅
費
な
ど
や
現
物
給
与
と
消 

	
	
	
	

  

費
税
」

	
	
	
	

  「
区
分
記
載
請
求
書
と
適
格
請
求
書（
イ
ン 

	
	
	
	

  

ボ
イ
ス
制
度
）の
概
要
と
報
酬
料
金
等
請

	
	
	
	

  

求
書
記
載
と
仕
入
控
除
」

（
第
四
回
）	十
月
十
一
日　

ア
ピ
オ
甲
府
本
館

　
　
　

		

十
月
十
六
日　

東
京
エ
レ
ク
ト
ロ
ン
韮
崎
文
化
ホ
ー
ル

　
【
内
容
】		

初
級
講
座 

「
退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
事
務
」

	
	
	

上
級
講
座 

「
退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
事
務
」

○
消
費
税
軽
減
税
率
制
度
説
明
会

　

十　

月　

三
日　
　

ア
ピ
オ
甲
府
本
館

　

十
二
月　

四
日　
　

ア
ピ
オ
甲
府
タ
ワ
ー
館

　
【
内
容
】		

「
消
費
税
軽
減
税
率
制
度
に
つ
い
て
」

　
　
　
　

		

「
消
費
税
軽
減
税
率
対
策
補
助
金
に
つ
い
て
」

《
山
梨
県
法
人
会
連
合
会
主
催
》

○
女
子
力
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー

（
第
二
回
）九
月
十
一
日　

甲
府
法
人
会
館

　
【
内
容
】　

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
・
チ
ー
ム
力
向
上
研
修　

（
第
三
回
）十
月
十
八
日　

甲
府
法
人
会
館

　
【
内
容
】　

女
性
経
営
者
に
よ
る
講
演

	

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
・
コ
ー
チ
ン
グ
ス
キ
ル
向
上
研
修

研
修
会
予
定

発
行
所　

公
益
社
団
法
人
甲
府
法
人
会

　
　
　
　

広
報
委
員
長  

長
坂  

茂

　
　
　
　

甲
府
市
中
央
四
丁
目
十
二
番
二
十
一
号

　
　
　
　

Ｔ
E
Ｌ  

〇
五
五
丨
二
三
七
丨
七
七
七
四

印
刷
所　

株
式
会
社
サ
ン
ニ
チ
印
刷

発
行
日　

平
成
三
十
年
八
月
二
十
二
日

表紙の写真の募集について
お知らせ

　甲府法人会では、『甲府法人会たより』の表
表紙に使用する写真のご提供を募集いたして
おります。
　ご提供いただける募集対象の方は甲府市、
韮崎市、南アルプス市、甲斐市、北杜市、中央
市、昭和町に所在する事業所にご勤務の方、ま
たは在住されている方とさせていただきます。

詳細につきましては  甲府法人会事務局
（電　話　０５５－２３７－７７７４）
（ＦＡＸ　０５５－２３７－７７９０）
（メールアドレス　info＠kofu-hojinkai.jp）
担当職員  名執までお問合せください。
ご連絡をお待ちしております。

○最低工賃が改正されました
　「山梨県婦人服製造業最低工賃」が、
平成３０年５月４日から改正されました。
　婦人服製造業に関して、設定された
１工程当たり１～３円の引き上げになり
ます。
　詳しくは、山梨労働局賃金室（055-
225-2854）または、最寄りの労働基
準監督署にお尋ね下さい。

山梨労働局からのお知らせ



自主点検チェックシートをご活用ください！自主点検チェックシートをご活用ください！
　企業を成長させるためには、売上を増やし利益を上げることはもちろんですが、内部統制面の
強化や経理面の質を向上させることも重要な要素です。「入出金が適切に管理されるようになる」
「内部の不正行為を未然に防止できる」など結果的に企業の成長にもつながることが期待できます。
　法人会では、こうした「自主点検」を簡単にできるようにするため、「自主点検チェックシート・
ガイドブック」を作成いたしました。企業の皆様、自社の成長・税務リスクの軽減のために、
ぜひご活用ください。

企業の税務コンプライアンス
向上のために

お問い合せ先

国税庁後援

法人  太郎

売掛金の回収不能を防ぐた
め、取引先に遅延の理由を
確認するようにした。

確認したところ遅延が1件
あった。

18

　「自主点検チェックシート」は
社内体制のほか、貸借関係や損
益関係等に分かれ、全部で83
の点検項目があります。
　また、企業規模や業種に関
わりなく企業のガバナンス確
保に必要な基本事項を40項目
選定した「入門編」もあります。
　点検結果が「×」であった項
目については、その内容を「点
検結果記入表」に記入し、代表
者に報告します。代表者は点
検結果に基づき、今後の改善
方針を決めます。

公益社団法人 甲府法人会
　電話番号　055－237－7774

　URL　http：//ｗｗｗ.kofu-hojinkai.jp　　




